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持続的な成長と中長期的な企業価値向上の実現
　KDDIは、社会インフラを担う情報通信事業者として、24時間365日いかなる状況でも、安定した通信
サービスを提供し続けるという重要な社会的使命を担っています。
　また、情報通信事業は、電波などの国民共有の貴重な財産をお借りすることで成り立っており、社会が抱え
るさまざまな課題について、情報通信事業を通じて解決していく社会的責任があると認識しています。
　この社会的使命・社会的責任を果たすため、KDDIは「中期経営計画（2020年3月期～2022年3月期）」の
達成に向けて取り組むことで、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現してまいります。

企業理念

Tomorrow, Together

KDDIグループは、全従業員の物心両面の
幸福を追求すると同時に、

お客さまの期待を超える感動をお届けすることにより、
豊かなコミュニケーション社会の発展に貢献します。

1 お客さまに一番身近に感じてもらえる会社
2 ワクワクを提案し続ける会社
3 社会の持続的な成長に貢献する会社
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編集方針：財務情報・非財務情報の開示について
　本統合レポートは、The International Integrated 
Reporting Council（IIRC：国際統合報告評議会）をはじ
めとした複数のガイドライン・フレームワークに基づ
き、投資家の皆さまが特に必要とされる基礎情報・財務
データ・経営戦略・サステナビリティ情報を抽出して掲載
しています。環境・社会側面の非財務情報を拡充した「サ
ステナビリティレポート 2020」をはじめ、本統合レポー
トに掲載していないサステナビリティ・研究開発情報な
どについては、当社のWEBサイトをご参照ください。
　なお、当社は、2016年3月期より国際財務報告基準
（IFRS）を適用しています。本冊子において、明確な記載
がないものについては、2014年3月期までは日本基準、
2015年3月期以降はIFRSに準拠した表示としています。

財務情報など

非財務情報

将来見通しの記述について
　このレポートに記載されているKDDIの将来に関する計画・戦略・確
信・期待などのうち過去の事実以外のものは、将来の業績に関する見通
しの記述であり、不確実性を含んでいるため、実際の結果と異なる場合
もあります。潜在的な不確実性を含むものとしては、KDDIまたはKDDI

のグループ会社が取引する、海外の国々における景気および為替レー
ト、特に米ドルに影響するものやユーロなどさまざまな外貨に関するも
の、KDDIおよびグループ会社が「急速な技術革新と新サービスの安定供
給ならびに厳しい価格競争で特徴づけられた」通信市場において、新た
な顧客を獲得するための、発展的かつ魅力あるサービスを提供し続ける
能力などがあげられます。

サステナビリティ
https://www.kddi.com/
corporate/csr/

研究開発（R&D）
https://www.kddi.com/
corporate/r-and-d/

投資家情報（IR）
・有価証券報告書
・決算短信
・コーポレート・ガバナンス
・事業等のリスク
https://www.kddi.com/
corporate/ir/
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• 連結業績ハイライト　　• 財務・非財務ハイライト

KDDI連結 2011 2012 2013 2014

営業収益／売上高 詳しくは    P. 49 ¥3,434,546 ¥3,572,098 ¥3,662,289 ¥4,333,628

営業利益 詳しくは    P. 49 471,912 477,648 512,669 663,245

　営業利益率 13.7% 13.4% 14.0% 15.3%

EBITDA*3 936,315 908,499 959,571 1,186,069

　EBITDAマージン 27.3% 25.4% 26.2% 27.4%

当期純利益／親会社の所有者に帰属する当期利益 詳しくは    P. 49 255,122 238,605 241,470 322,038

設備投資額 詳しくは    P. 51 443,677 421,568 467,020 571,799

減価償却費及び償却費 449,318 417,886 406,726 470,098

有利子負債 詳しくは    P. 50 979,630 1,046,754 977,563 1,084,966

　自己資本比率／親会社所有者帰属持分比率 55.7% 51.5% 55.1% 55.1%

　自己資本当期純利益率／親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE） 12.4% 11.5% 11.2% 13.0%

　総資産営業利益率／資産合計営業利益率（ROA） 12.4% 12.3% 12.7% 14.7%

1株当たり当期純利益／基本的1株当たり当期利益（EPS）*4（円／米ドル） 96.92 96.86 105.30 132.87

1株当たり配当金 *4（円／米ドル） 詳しくは    P. 49 23.33 26.67 30.00 43.33

　配当性向 24.1% 27.5% 28.5% 32.6%

営業活動によるキャッシュ・フロー 717,354 725,886 523,908 772,207

投資活動によるキャッシュ・フロー *5 (440,546) (484,507) (472,992) (546,257)

　フリー・キャッシュ・フロー *6 詳しくは    P. 51 276,808 241,379 50,916 225,950

財務活動によるキャッシュ・フロー *5 (279,998) (225,931) (140,249) (105,643)

連結従業員数（名） 18,418 19,680 20,238 27,073

　女性管理職数 *7（名） 92 113 124 140

　連結外国人従業員数（名） — — — 2,630

CO2排出量 *8（t） 詳しくは    P. 33 1,108,282 1,218,659 1,049,422 939,502

電力消費量 *9（MWh） 1,995,042 2,190,787 1,885,703 1,686,480

*1 日本基準と IFRS（2016年3月期より適用）で表記が異なる場合は、「日本基準／ IFRS」で記載
*2 米ドル金額は、便宜上、1米ドル=108.83円（2020年3月31日実勢レート）にて換算
*3  2013年3月期、2015年3月期においてEBITDA算出式を以下のとおり変更 

2012年3月期まで（日本基準）： EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費 ＋ 固定資産除却費 
2015年3月期まで（日本基準）： EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費 ＋ のれん償却額 ＋ 固定資産除却費 
2015年3月期以降（IFRS）： EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費及び償却費 ＋ 固定資産除却費 ＋ 減損損失

*4 2012年10月1日、2013年4月1日ならびに2015年4月1日を効力発生日として実施した株式分割調整後の数値。あわせて、過年度も分割調整後の数値を記載
*5 数値における（　）表記はマイナス
*6 営業活動によるキャッシュ・フロー ＋ 投資活動によるキャッシュ・フロー
*7 KDDI在職中の正社員に加え、KDDI社外へ出向している正社員を含む
*8 単体ベースの電力消費量と燃料消費量（重油、軽油、灯油、都市ガス）が対象。電力消費量の排出量の排出係数0.555kg-CO2/kWh（熱・蒸気、冷温水を除く排出量）
*9 単体ベース

連結業績ハイライト*1

（3月31日に終了した各決算期）
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日本基準 IFRS

百万円 百万米ドル *2

2015 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2020

¥4,573,142 ¥4,270,094 ¥4,466,135 ¥4,748,259 ¥5,041,978 ¥5,080,353 ¥5,237,221 $48,123

741,299 665,719 832,583 912,976 962,793 1,013,729 1,025,237 9,421

16.2% 15.6% 18.6% 19.2% 19.1% 20.0% 19.6% 19.6%

1,292,597 1,284,553 1,410,971 1,524,207 1,560,061 1,598,670 1,750,861 16,088

28.3% 30.1% 31.6% 32.1% 30.9% 31.5% 33.4% 33.4%

427,931 395,805 494,878 546,658 572,528 617,669 639,767 5,879

576,197 667,714 531,434 519,365 560,831 601,757 615,054 5,652

494,570 518,708 532,442 545,177 546,609 562,282 689,473 6,335

1,002,214 1,154,116 1,235,287 1,151,650 1,118,616 1,275,711 1,680,367 15,440

57.3% 54.5% 56.3% 56.7% 57.4% 57.1% 45.8% 45.8%

14.9% 13.5% 15.5% 15.9% 15.6% 15.5% 14.9% 14.9%

14.5% 12.1% 14.5% 15.0% 15.0% 14.6% 12.1% 12.1%

170.84 158.01 197.73 221.65 235.54 259.10 275.69 2.53

56.67 56.67 70.00 85.00 90.00 105.00 115.00 1.06

33.2% 35.9% 35.4% 38.3% 38.2% 40.5% 41.7% 41.7%

962,249 968,752 884,538 1,161,074 1,061,405 1,029,607 1,323,356 12,160

(674,520) (635,745) (667,917) (637,225) (633,847) (714,578) (610,950) (5,614)

287,729 333,006 216,621 523,849 427,558 315,028 712,406 6,546

(224,862) (310,528) (299,003) (485,784) (453,168) (310,951) (546,381) (5,020)

28,172 28,456 31,834 35,032 38,826 41,996 44,952 44,952

177 177 251 270 302 321 342 342

2,624 2,624 4,380 4,423 4,308 4,208 4,393 4,393

1,044,357 1,044,357 1,081,553 1,067,495 1,163,912 1,200,753 1,260,162 1,260,162

1,873,293 1,873,293 1,939,115 1,913,747 2,086,626 2,151,456 2,258,518 2,258,518
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• 連結業績ハイライト　　• 財務・非財務ハイライト

営業収益／売上高

前期比　+3.1%
6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

11 12 13 14 15 15 16 17 18 19 20
日本基準

0

（十億円）

IFRS

5,237
5,042 5,080

4,748
4,466

4,270
4,573

4,334

3,6623,5723,435

営業利益

前期比　+1.1%

1,000 25.0

800 20.0

600 15.0

400 10.0

200 5.0

■ 営業利益（左軸）　 ● 営業利益率（右軸）

0 0

（十億円） （%）

963
913

833

666
741

663

513
478472

19.6
19.1

1,014

20.019.218.6

15.6

16.2

15.3
14.0

13.413.7

1,025

11 12 13 14 15 15 16 17 18 19 20
日本基準 IFRS

2,000 40.0

1,500 30.0

1,000 20.0

500 10.0

■ EBITDA（左軸）　 ● EBITDAマージン（右軸）

11 12 13 14 15 15 16 17 18 19 20
日本基準

0 0

（十億円） （%）

IFRS

1,751

1,5601,524
1,411

1,2851,2931,186

960908936

33.430.9

1,599

31.532.131.6
30.1

28.327.4
26.225.4

27.3

EBITDA

前期比　+9.5%

当期純利益／
親会社の所有者に帰属する当期利益

前期比　+3.6%

700

600

500

400

300

100

200

0

（十億円）

640
573

618

547

495

396
428

322

241239255

11 12 13 14 15 15 16 17 18 19 20
日本基準 IFRS

設備投資額

前期比　+133億円

750

600

450

300

150

561
519531

668

576572

467
422444

547

602
562545532519

495
470

407418
449

■ 設備投資額　　■ 減価償却費及び償却費

11 12 13 14 15 15 16 17 18 19 20
日本基準

0

（十億円）

IFRS

615
689

ROE

前期比　–0.6pt

20.0

18.0

14.0

16.0

12.0

10.0

● ROE　 ● ROA

0

（%）

14.9

12.1

15.6
15.9

15.5

13.5

14.9

13.0

11.211.5
12.4

15.0 15.0

15.5

14.614.5

12.1

14.5

14.7

12.712.312.4

11 12 13 14 15 15 16 17 18 19 20
日本基準 IFRS

財務・非財務ハイライト
（3月31日に終了した各決算期）
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1株当たり当期純利益／
基本的1株当たり当期利益（EPS）

前期比　+6.4%
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• CEOメッセージ　（中期経営計画）　　• CFOメッセージ　（業績サマリー）

2020年3月期を振り返ると、通信業界には、改正電気通信事業法の施行や第4の通信事業者の参入のほか、5Gの
本格始動など、さまざまな環境の変化がありました。
そして、昨今の新型コロナウイルス感染症による影響は、世界中の経済や社会活動にとってあまりに大きくなっ
ています。この未曾有の事態から生まれる誰しも経験したことのない新しい世界「ニューノーマル」は、社会のあり
ようを一変させると同時に、変革を加速させる大きなチャンスでもあります。

KDDIは、このような大きな変化の中において、目指す姿として掲げる「社会の持続的な成長に貢献する会社」の
実現に向けて、グループ全体で一丸となって取り組むとともに、中期経営計画の達成に向けて注力してまいります。
ここでは、2020年3月期を振り返るとともに、新型コロナウイルス感染症対策と、その先を見据えたKDDIのこ

れからについてお話しいたします。

Tomorrow, Together
パートナーの皆さまと
5G時代における
新たな価値を創造し、
社会とともに
持続的な成長を
目指してまいります。

KDDI株式会社　代表取締役社長

CEOメッセージ
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KDDI Sustainable Action
私たちの「つなぐチカラ」は、未来のためにある。

パートナーシップ 　 　パートナーシップを通じて社会課題の解決に貢献

2020年3月期の振り返り

 中期経営計画1年目の成果
2019年に発表した中期経営計画では、持続的な利益成長をベースとして、2025年3月期のEPSを、

2019年3月期対比で1.5倍とすることを目標に掲げました。年平均成長率（CAGR）に置き換えると約7%

の年成長が必要な中、2020年3月期のEPSは、安定的な利益成長と自社株買いの実施により6.4%増の
275.69円となりました。中期経営計画の達成に向けて着実な一歩を踏み出すことができたと考えています。

2020年3月期から2022年3月期までの3年間では、成長領域の拡大とコスト効率化の取り組みにより最終
年度の利益が最大化する見込みであり、2020年3月期は期初予想および社内計画を上回る実績となりました。

P. 11　中期経営計画（2020年3月期～2022年3月期）達成に向けた進捗Page Link

 成長領域の利益成長が顕在化
2020年3月期は、ライフデザイン領域・ビジネスセグメントといった成長領域が営業増益を牽引しました。

P. 14　業績サマリーPage Link

これは、持続的な成長に向けて実施した、前中計期間（2017年3月期～2019年3月期）における約5,000

億円の成長投資の成果が顕在化した結果だと考えています。
ライフデザイン領域では、成長投資がエネルギーや金融分野の規模拡大につながっています。また、ビ
ジネスセグメントでは、企業のデジタルトランスフォーメーション（DX）推進への貢献に向けて、成長投資
を通じてデバイス・ネットワーク・クラウド・データ活用までワンストップで提供できる体制を整えてき
ました。今、その総合力が基盤事業・新規事業の双方に寄与し、増益しています。

 「KDDI Sustainable Action」策定
本年KDDIは、中期経営計画に連動した「KDDIが目指すSDGs」を、社会課題の大きさとKDDIが通信事業

者としてより貢献できる事業領域の観点から8つの社会課題領域へ見直しを行い、KDDIが、これからも事業
を通じてさまざまな社会課題の解決に取り組み続けるという決意を込めて、2030年を見据えたKDDIの
SDGs「KDDI Sustainable Action」を新たに策定しました。社会課題をリスクとして捉えるだけでなく、
KDDIならではの強みを活かしたチャンスと捉え、5Gや IoTなどを活用した地方創生や、途上国における低廉
で高品質な通信サービスの提供など、事業として利益をあげながら、さまざまな社会課題の解決を図ります。

P. 28　Our Future 4：通信会社に求められるサステナビリティとはPage Link

   命をつなぐ

災害対策・
通信基盤の強靭化

強靭な通信インフラの構築と
災害の迅速な復旧対応

地球環境の保全

エネルギー効率の向上と
ゼロエミッションの達成

暮らしをつなぐ

地方・都市の
持続的発展

地域の課題解決と
住みやすいまちづくり

途上国の基盤整備

途上国の生活水準向上と
経済発展促進

次世代の育成

ICTによる教育環境の整備と
未来を担う人財の育成

心をつなぐ

安心で豊かな
デジタル社会構築

セキュリティ・プライバシーなどの
安心・安全を実現

多様性の尊重

社会のダイバーシティ＆
インクルージョンの推進

健康・生きがいづくり

ICTを活用して健康で
充実した人生をサポート
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各事業の取り組み

 パーソナルセグメント
2020年3月に、5Gの商用サービスとなる「au 5G」を全国15都道府県の一部エリアにて提供を開始し
ました。「au 5G」エリアは、2020年夏以降、全都道府県主要都市に展開する予定です。また、データ使い
放題で人気のエンタメコンテンツがセットになったau 5G料金プラン「データMAX 5G ALL STARパック
*」「データMAX 5G Netflixパック」などのスマートフォン向け料金プランの提供を開始しています。「au 

5G」によって、大量のデータを瞬時にストレスなく、自由に扱うことができ、従来の制約から解放された
「UNLIMITED WORLD au 5G」をコンセプトに、さまざまな業界のパートナーとともに、エンターテイン
メント・スポーツ・アートなど生活のあらゆる場面で新しい拡張体験「Augmented Experience」をお届
けしてまいります。
また、「通信とライフデザインの融合」により「グループ ID×エンゲージメント×総合ARPU」の最大化
を図ります。具体的には、2019年に開始したスマホ決済サービス「au PAY」の魅力化を図ることでお客さ
まとのタッチポイントを強化（エンゲージメント）し、ビッグデータの活用によるお客さま視点に立った
「心地よい提案」を通じて、既存通信事業の基盤であるグループ IDを拡大していきます。さらに、「au PAY 

アプリ」をお客さまの日常生活すべての入り口となる「スーパーアプリ」と位置づけて磨き上げ、お客さま
に新しい体験価値を提供することで総合ARPUの最大化を図ってまいります。
*対象コンテンツ：「Netflix（ベーシックプラン）」「Apple Music」「YouTube Premium」「TELASA」

P. 22　Our Future 1：お客さま本位の価値提案へPage Link  
P. 24　Our Future 2：au PAYの狙いPage Link

 ビジネスセグメント
さまざまな業界、利用シーンで企業のDXが加速し、ビジネスモデル自体が大きく変化しています。既存
のモバイル・固定通信事業を安定的に成長させるとともに、お客さまのDXを支援する5G／ IoT時代のビ
ジネス開発拠点「KDDI DIGITAL GATE」を中心に、あらゆる“モノ”に通信が溶け込む時代のデジタルイン
テグレーターとして、さまざまなパートナー企業とともに5G時代ならではの新しい体験価値とビジネス
の創造を進めてまいります。また、IoT世界基盤を通じて、国内だけでなく海外にも IoTをより一層拡大し、
引き続き国内外の事業規模の拡大に取り組み、環境変化に強いレジリエントな基盤づくりへ貢献してまい
ります。

さまざまな社会課題や新型コロナウイルス感染症とその先を見据えた対応

近年、5G／ IoT、AI・ビッグデータなどの技術の進展により本格的なデジタル化が進み、データにさらな
る価値を見出す「データ駆動型社会」へと変容しています。KDDIは、これらの技術を活用し、人々が抱え
るさまざまな社会課題の解決や新型コロナウイルス感染症とその先を見据えた対応として、生活者の安
心・安全を確保し、経済活動をサステナブルなものにするための取り組みを推進していきます。
そのために、2020年8月、KDDIはKDDI総合研究所とともに、ニューノーマル時代のレジリエントな未
来社会構築を目指した「KDDI Accelerate 5.0」を策定しました。5Gネットワークをはじめとしたネット
ワークレイヤのみならず、プラットフォームレイヤ・ビジネスレイヤの進化、それを支える7つの分野のテ
クノロジーとオーケストレーション技術を駆使し、政府が推進する「Society 5.0」の実現を加速します。
日本の産業基盤を支える強靭な5G／Beyond 5Gネットワーク上に、各産業に向けた最先端のオープ
ンなプラットフォームを形成します。その環境を用いて、多様な企業同士が手を組み、各業種のアセット
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やノウハウを組み合わせながらサイバー空間とフィジカル空間を融合させる。
これにより、お客さまとの新しいエンゲージメントが創出できれば、リカーリング型のレジリエントな
ビジネスモデルに進化することができます。
各産業のビジネスモデルの進化は、新しいライフスタイルと新しい経済メカニズム、新しい社会システ
ムを創造することでしょう。

KDDIは、レジリエントな未来社会の構築に向けて「Society 5.0」の実現を5Gで加速していきます。

P. 26　Our Future 3： KDDI Accelerate 5.0Page Link

人財ファースト企業への変革

常に変化の激しい事業環境の中でも勝ち抜いていくためには、社員や組織の高度な自律性と成長が不可
欠です。
従来から当社は、経営における「人財ファースト」の考え方に基づき「自律性高く成長し続ける人財」を目指

す社員像として社内に向けて掲げてまいりましたが、この度、社員一人ひとりが時間や場所にとらわれず成果
を出す働き方を実現することを軸として「KDDI新働き方宣言」を策定いたしました。それぞれのワークスタ
イルや組織における役割、生活環境に合わせて、社員一人ひとりが自身にあった働き方を実現していきます。
また、その新しい働き方を支えるため、働いた時間ではなく成果や挑戦および能力を評価・称賛し、処遇へ反
映することを目的とした新人事制度を2020年8月より順次導入していきます。職務領域を明確化した「ジョブ
型」人財マネジメントを導入し、市場価値に基づいた報酬制度や専門性の深耕を推進することで、「ジョブ型」の
長所を生かしつつ、KDDIグループ内の広範な事業領域でのさまざまな成長機会との両立を目指していきます。
さらに社内DXの推進により、オフィスや IT環境整備を進めていくことで、テレワークと出社のハイブ

リッド型で、社員一人ひとりのスタイルに応じた働き方を実現していきます。

KDDI新働き方宣言
～それぞれの“働く”をデザインしよう～

私たちは、ライフステージや価値観に応じて“働く”をデザインし、
自らのチャレンジを自己成長・自己実現と組織の成長につなげ、社員が誇れる魅力的なKDDIを目指します

社員が誇れるKDDI

自己成長・自己実現 自らチャレンジ 組織の成長

多様な人財を受け入れ、相互に“信頼・賞賛”し、社員のチカラを組織のチカラに

社員も変わる

仕事スタイル マインドセット

組織の垣根を越えた
コラボレーション
による新たな価値創出

自ら学び、共有し
組織の成果につなげる

マインド

会社も変わる

働く環境 ルール・制度

先進的なテクノロジーで
働く時間と場所を選べる

環境整備

新しい働き方を支援し、
成果・チャレンジを
評価する制度

KDDI新働き方宣言　骨子
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「KDDIフィロソフィ」がサステナブル経営の原点

当社は、「KDDIフィロソフィ」の実践を通じて、すべてのステークホルダーの皆さまから愛され、信頼され
る企業を目指しています。KDDIには、社会インフラを担う通信事業者として、24時間365日いかなる状況
でも、安定したサービスを提供する重要な社会的使命があります。通信事業は、電波など国民共有の貴重な
財産をお借りして成り立っているだけに、社会が抱えるさまざまな課題に対して高い志を持って貢献してい
く社会的責任があると認識しています。このような企業としての姿勢、従業員の持つべき考え方をまとめた
ものが「KDDIフィロソフィ」であり、そこにサステナブル経営の原点があると私は考えています。
国内外に広く事業を展開していくなかで、各事業部門が連携を強化し、全従業員が共通の価値観を持っ
て行動していくことは不可欠だと感じています。今後も「KDDIフィロソフィ」を全従業員が共有し、一丸
となって使命を遂行することでサステナブル経営を推進していきます。

サステナビリティレポート 2020　表紙裏　「KDDIフィロソフィ」Web Link

持続的成長と株主還元強化の両立を目指す

KDDIは、2000年の発足以来、どんな困難に直面しても諦めることなく、企業の原点である持続的成長に
こだわり、19期連続増益を達成してきました。通信業界は今、グローバルに見てもこれ以上の成長は困難だ
という見方が広がっていますが、我々KDDIはあらゆる知恵を絞って持続的成長に挑戦していきます。

本年10月1日をもって、KDDIは20周年を迎えます。
Tomorrow, Together

これからも、お客さまやパートナー、社会とともに未来を信じて進み、長期視点に基づいた持続的な利益
成長と株主還元強化の両立を目指してまいります。

今後とも、KDDIグループへの変わらぬご支援とご指導を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

政府が推進する「Society 5.0」の
実現に向けた取り組み

「KDDI Accelerate 5.0」を策定しました。

“
”
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中期経営計画（2020年3月期～2022年3月期）達成に向けた進捗

中期経営計画の達成に向けて順調な滑り出し
　2019年5月に発表した中期経営計画では、持続的な利益
成長をベースとして、2025年3月期のEPSを、2019年3月
期対比で1.5倍に拡大することを目標に掲げています。

　また株主還元については、配当性向を「40%超」へ着実に
引き上げるとともに、機動的な自己株式取得を実施します。
　これらの取り組みにより、引き続き、「持続的な利益成長
と株主還元強化の両立」を目指してまいります。

目標1.5倍前年同期比
＋6.4%

（2019年3月期実績比）

前年同期比
＋6.4%

（円）

■ EPS ■ DPS

2025年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2018年
3月期

2017年
3月期

105.0090.0085.00

259.10

115.00

275.69

235.54221.65

EPS*1

持続的な利益成長により
2019年3月期比1.5倍の成長（2025年3月期）

DPS*2

配当性向40%超

機動的な自己株買い

*1 Basic Earnings Per Share 基本的1株当たり当期利益　　
*2 Dividends Per Share 1株当たり配当金

コスト削減などにより1,000億円規模の利益を創出

ライフデザイン領域　売上高

2019年3月期 2020年3月期 2022年3月期

目標 1.5兆円

9,460億円
1.2兆円

ビジネスセグメント　売上高

2019年3月期 2020年3月期 2022年3月期

目標 1兆円

8,864億円
9,235億円

経費最小へ

EPS成長に向けて、ライフデザイン領域売上高・ビジネスセグメント売上高ともに堅調に拡大

コスト効率化についても9割程度は達成の目途が立っており、100%の実現に向けて引き続き検討

運用保守の
自動化

NW仮想化に
よる

コスト効率化

営業手法の
見直し

マーケティング
手法の高度化に

よる
販促費削減
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財
務

CCC改善 設備投資コントロール 債権流動化

バランスシートを意識した取り組み

EPS成長 売上高成長 構造改革 株主還元

中期経営計画

非
財
務

ESGの公正かつ適切な開示 株主・投資家との建設的対話

SDGsの目標設定　 人財ファースト企業への変革

KDDIフィロソフィ

財務・非財務両面の取り組みにより企業価値最大化を目指す

企業価値最大化に向けて

コーポレート部門最高責任者に就任してからの2年間、企
業価値の最大化に向けて、財務・非財務の両面から取り組んで
まいりました。
財務面では、事業成長・構造改革を伴うEPS成長などの中

期経営計画で掲げた目標の達成を最優先事項として取り組ん
でいますが、市場環境の変化が激しい通信業界において長期
かつ安定的に成長していくには、経営資源を柔軟に獲得・活用
するための財務基盤の強化も必要と考えています。そのため

先行きの情勢を慎重に見極めつつ、
業績予想および

中期経営計画の達成を目指す

“
”

企業価値最大化に向けて

代表取締役執行役員副社長
コーポレート統括本部長

村本　伸一

企業価値の
向上へ

CFOメッセージ
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に、売掛金回収の早期化（CCC*改善）・効率的な設備投資・ク
レジットカード債権の流動化などによるキャッシュ・フロー
の最大化や、バランスシートを意識した取り組みも進めてい
ます。
一方、非財務面では、ESGの公正かつ適切な開示に向けて

WEBサイトの情報を充実させているほか、ESG説明会や株
主・投資家の皆さまとの対話を通じて得たご指摘を真摯に受
け止め、改善につなげています。また、2030年に向けた
SDGs目標として、災害対策・通信基盤の強靭化、地球環境の

保全など、8つの領域の目標を設定しました。公共インフラを
担う企業の使命として、さまざまな社会課題に積極的に取り
組み、社会と共に成長する企業を目指します。さらに、多様で
優秀な人財を惹きつける人財ファースト企業への変革を推進
します。ニューノーマルな時代の新たな働き方や、DX人財の
育成を強化することで、イノベーションの創出・生産性向上を
図り、企業価値の最大化につなげていきます。

* CCC： Cash Conversion Cycle

キャッシュ・アロケーション

引き続き持続的な利益成長のための成長投資を最優先に考
えており、競争力の維持・強化を目的とした設備投資と、成長
領域におけるM&Aを実施していきます。

2021年3月期の設備投資は、5G投資を積極的に進める一
方で4G投資は減少することから、前期と同水準の6,100億円
を見込んでいます。また、中期的には年間6,000億円水準でコ
ントロールしていきます。

M&Aは、①「通信とライフデザインの融合」の基盤となる
グループ IDの最大化、②売上拡大とエンゲージメント向上に
よるライフタイムバリューの最大化、③5G／ IoT時代のケイ
パビリティ獲得による新たな価値提供、④グローバル事業の
拡大を中心に検討していきます。
株主還元は、中期経営計画に基づき、配当性向「40%超」に

加え、機動的な自己株式取得を実施していきます。

コロナ禍における資金繰りについて

ストックビジネスである通信事業は、フロービジネスに比
べて新型コロナウイルス感染症の影響が小さく、グループ全
体のキャッシュ・フローに大きな影響は出ておりません。

KDDIは、コロナ禍の長期化やさらなる不測の事態に備え、

手元資金について従来よりも余裕を持ったオペレーションと
しているほか、コミットメントラインをはじめとした金融機
関からの資金調達手段も確保しております。

株主・投資家の皆さまとの対話

株主・投資家の皆さまは、事業継続への良き理解者・強力な
サポーターです。
皆さまとの対話の中で、KDDIが目指す「持続的な利益成長
と株主還元強化の両立」についてご理解いただけるよう努め
るとともに、皆さまから頂戴する貴重なご意見を経営に活か
していきます。
強固な信頼関係の構築を経営の最重点事項と位置づけ、企
業価値経営の実践・積極的な情報開示・コミュニケーション
の充実をお約束いたします。
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2020年3月期2019年3月期

10,137
＋330

＋254

ライフデザイン
領域増益

ビジネス
セグメント増益

▲168
▲301

一時的
減益要因 その他

10,252

前期比

＋115

成長領域

2020年3月期の連結業績ハイライト

連結売上高は5兆2,372億円（前期比3.1%増）、営業利益
は1兆252億円（前期比1.1%増）と売上高・営業利益ともに
期初予想を上回り、19期連続増益となりました。親会社の所

有者に帰属する当期利益は、営業利益の増加などにより、
6,398億円（前期比3.6%増）となりました。

2020年
3月期

2019年
3月期

2018年
3月期

5,725
6,177

6,398

前期比

＋3.6%

2020年
3月期

2019年
3月期

2018年
3月期

9,628
10,137 10,252

前期比

＋1.1%

2020年
3月期

2019年
3月期

2018年
3月期

50,420 50,804
52,372

前期比

＋3.1%

売上高 （億円） 営業利益 （億円）

親会社の所有者に帰属する
当期利益 （億円）

営業利益の増減要因 （億円）

営業利益は、2022年3月末の3G停波に向けた加速償却や、
ミャンマー事業の決算期変更の影響など168億円の一時的
な減益要因に加え、持続的成長のためのコストや新型コロナ
ウイルス感染症の影響を見据えた減損損失などを計上した

ものの、成長領域であるライフデザイン領域・ビジネスセグ
メントの増益が業績を牽引し、115億円の増益となりました。

業績サマリー

P. 52～57 セグメント別分析Page Link

• CEOメッセージ　（中期経営計画）　　• CFOメッセージ　（業績サマリー）
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売上高・利益ともに前期と同水準を予想

売上高　5兆2,500億円　　営業利益　1兆300億円
親会社の所有者に帰属する当期利益　6,400億円

0

2,500

5,000

10,000

（億円）

7,500

2002年
3月期

2004年
3月期

2006年
3月期

2008年
3月期

2010年
3月期

2012年
3月期

2014年
3月期

2016年
3月期

2018年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期（予想）

120.00

10,300

115.00 
105.00 

90.00 
85.00 

70.00 

56.67 

43.33 

30.00 
26.67 

23.33 21.67 
18.33 17.50 15.83 13.33 11.50 

6.00 3.49 2.98 

 営業利益（左軸）
■■ 1株当たり配当金（円）

2021年3月期の見通し

営業利益、1株当たり配当金の推移

2021年3月期の連結業績予想

連結売上高は5兆2,500億円、営業利益は1兆300億円を
見込んでいます。現時点で見通せる新型コロナウイルス感染
症の影響を織り込んだ上で、通期の連結営業増益を目指しま
す。引き続き、先行きの情勢を慎重に見極めつつ精査すると

ともに、当社が定めた「新型コロナウイルス感染症対応 基本
方針」に基づき、社会・生活の安定に貢献しつつ、今期業績予
想および中期経営計画の達成に向けて取り組んでいきます。

株主還元について

2020年3月期の1株当たり配当金は、前期比10円増とな
る年間115円（配当性向41.7%）でした。2021年3月期の見
通しは5円増の年間120円と、19期連続増配を目指します。

新たな自社株買いの発表は見送りましたが、EPS目標の達
成を視野に入れつつ、機動的に実施していきます。
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（営業利益 *1：億円）

2000年 10月
株式会社ディーディーアイ（KDDI）発足
奧山雄材が社長に就任

2001年 6月
小野寺正が社長に就任

20022001 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

2010年 12月
田中孝司が
社長に就任

（営業利益 *1：億円）
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パーソナル
セグメント

通信事業
など

2002年4月
第三世代携帯電話サービス開始

2003年10月
光ファイバーサービス（FTTH）
「KDDI光プラス」開始
2003年11月
CDMA 1X WIN提供開始
業界初のパケット定額制導入

2007年1月
東京電力株式会社と
のFTTH事業を統合

2009年2月
UQコミュニケーションズ
株式会社「UQ WiMAX」提供
開始

2011年10月
KDDI初となるiPhone
を発売

ライフ
デザイン
領域

2008年7月
「auじぶん銀行」サービス開始

2011年5月
「au損保」サービス
開始

ビジネスセグメント・
その他

1989年
データセンター「TELEHOUSE」
提供開始

2006年1月
株式会社パワードコム
と合併

2011年2月
KDDIまとめて
オフィス株式会社設立

通信セクター

2006年10月
携帯電話番号ポータ
ビリティ（MNP）開始

2008年3月
イー・モバイル株式会社が全国で音声サービス
開始
2008年7月
ソフトバンク株式会社が日本初の iPhoneを発売

2008年3月～2010年10月　
イー・モバイルが株式会社NTTドコモとローミング契約を締結

2008年4月
中部テレコミュニケーション株式会社（ctc）
を連結子会社化

2004年3月期～2008年3月期 au純 増シェアにおいて5期連続No.1*4

（注） 年表の企業名・サービス名称は、2020年6月時点。
*1  3月31日に終了した各決算期の業績。2014年3月期までは日本基準。2015年3月期から
は IFRS（国際財務報告基準）

*2  2000年10月末日～2020年3月末日終値ベース（月足）
*3  CAGR（Compound Average Growth Rate）：年平均成長率
*4  株式会社NTTドコモ、ソフトバンク株式会社、当社+沖縄セルラー電話株式会社（au）のシェア

• 価値創造の軌跡　　• 価値創造プロセス

価値創造の軌跡
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（　　時価総額 *2：兆円）

2018年 4月
髙橋誠が
社長に就任

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021（予）

日本基準

IFRS基準

2021年3月期
営業利益目標

1兆300億円

（（　 時価総時価総額額 *2：兆円：兆円））

5G
（スマートフォンの普及・
通信とライフデザインの融合）

（携帯電話の普及）

（高速大容量を活かした
お客さま体験価値の向上）
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2012年3月
「auスマートバリュー」
提供開始
2012年9月
「au 4G LTE」提供開始

2014年3月
800MHz「4G LTE」の実人口カバー率が
99%到達
2014年7月
ミャンマー通信事業開始に向けて、MPT*5・
住友商事株式会社と共同事業契約を締結

2015年10月
UQコミュニケーションズ
「UQ mobile」提供開始 *6

2016年3月
MobiCom Corporation LLC
連結子会社化

2017年1月
ビッグローブ株式会社連結子会社化
2017年7月
「auピタットプラン」「auフラット
プラン」（業界初の分離プラン）提供
開始

2019年7月
日本初のデータ容量上限なし
料金プラン「auデータMAXプラン」提供開始

2020年3月
5G始動
「データMAX 5G 
Netflixパック」提供開始
2020年6月
「データMAX 5G ALL 
STARパック」提供開始

2012年3月
「auスマートパス」
提供開始

2014年5月
「au PAYカード」提供開始

2015年8月
「au WALLET Market」提供開始

2016年3月
ジュピターショップチャンネル株式会社
連結子会社化
2016年4月
「auでんき」提供開始
「auのほけん・ローン」提供開始
2016年8月
株式会社エナリスと資本・業務提携 *7

2017年1月
「au PAYマーケット」提供開始

2018年1月
株式会社イーオンホールディングス連結子会社化

2019年2月
スマートマネー構想始動
2019年4月
「au PAY」提供開始
auじぶん銀行株式会社を連結子会社化
2019年6月
auカブコム証券株式会社を関連会社化

2020年4月
「TELASA」サービス開始
2020年5月
「au WALLETポイント」
を「Pontaポイント」へ
統合

2013年4月
KDDIまとめて
オフィス全国展開

2017年2月
アイレット株式会社を連結子会社化
株式会社ARISE analyticsを
アクセンチュア株式会社と設立
2017年8月
株式会社ソラコム連結子会社化
2017年12月
KDDIデジタルデザイン株式会社を
株式会社野村総合研究所と設立

2018年2月
KDDIデジタルセキュリティ株式会社を株式会社ラックと設立
2018年9月
「KDDI DIGITAL GATE」オープン

2019年1月
Scrum Inc. Japan株式会社をScrum Inc.と設立
2019年3月
KDDI「IoT世界基盤」受付開始

2013年9月
株式会社NTTドコモ
が初となる iPhone
を発売

2017年12月
楽天株式会社が通信事業参入を表明

2018年9月
ソフトバンク株式会社が「ウルトラギガモンスター＋」
「ミニモンスター」（分離プラン）提供開始

2019年6月
NTTドコモが「ギガホ」「ギガライト」
（分離プラン）提供開始
2019年10月
改正電気通信事業法の施行

2020年4月
楽天が通信事業に
MNO*8として参入

2013年4月
株式会社ジュピター
テレコム（J:COM）を
連結化

中期目標
（2020年3月期～）

EPS　6年後に1.5倍
配当性向　40%超

*5 MPT：ミャンマー国営郵便・電気通信事業体
*6 2020年10月にKDDIへ統合予定
*7 2018年12月に連結子会社化

*8 MNO（Mobile Network Operator）：移動体通信事業者

3ヵ年中期目標
（2014年3月期～
　2016年3月期）

営業利益　毎期2桁成長
配当性向　30%超

年中年中年中年中年中中中中期期期期期期期期期33333ヵヵ3ヵ3ヵ3ヵ3ヵヵ年年年年年年年年年 期目期目期目期目期目期期期 標標標標標標標標標標標標標標標標標標標標標標標標標
年年年年年年3月3月3月3月3月（20（20（20（2020141414144 月期月期月期月期期期期～～～～～
6年6年6年6年6年年3333320202020201616161616 月期月期月期月期月期期期期））））））

営営営営営営営営営 毎毎毎毎毎毎毎毎期期期期期期期期営業営業営業営業営業営業営業業業業利業利業利業利業利業利業利業 益　毎毎益　毎益　毎益　毎益　毎益 毎益　毎 2222222222222桁成長桁成長桁成長桁成長成桁成長桁成長桁成長長長長長長長長長長長長長長長長長

配配配配配配配配配配当当配当配当配当配当当当当性当性当性当性当性当性当性当性向向向向向向 30303030303030333333 %%%%%%%超%超%超%超%超超超超超

3ヵ年中期目標
（2014年3月期～
　2016年3月期）

営業利益　毎期2桁成長
配当性向　30%超

3ヵ年中期目標
（2017年3月期～
　2019年3月期）

営業利益 CAGR*3 7%

配当性向　35%超

2020年3月期
営業利益

1兆252億円

（スマートフォンの普及・
通信とライフデザインの融合）

（携帯電話の普及）

（高速大容量を活かした
お客さま体験価値の向上）

5G
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INPUT

強靭な通信インフラの構築と災害の迅速な復旧対応
•  4G LTE人口カバー率99.9%超（2022年3月期）
•  ルート強靭化対策実施　　•  重大事故発生件数0件

セキュリティ・プライバシーなどの安心・安全を実現
•  情報セキュリティ事故件数0件
•  全従業員に対する情報セキュリティ研修の実施（年1回以上）

地域の課題解決と住みやすいまちづくり
•  全都道府県での5G商用サービス提供（2022年3月期）
•  地方創生事業（IoT・ICTを活用した地域との課題解決の共創の取り組み）

60件（2020年3月期～2022年3月期累計）

社会のダイバーシティ&インクルージョンの推進
•  女性ライン長200名登用（2021年3月期目標）
•  新卒女性採用比率30%（2021年3月期目標）

持続可能な調達の推進・労働者権利の尊重
•  人権に関する違反件数0件
•  KDDIフィロソフィ勉強会受講率100%

エネルギー効率の向上とゼロエミッションの達成
•  2031年3月期KDDI単体（国内）のCO2排出量を2014年3月期対比で7%
削減

主なリスク・課題と機会
マテリアリティ 主なリスク・課題 機会

01 安全で強靭な情報通信社会の構築 •  異常気象へのレジリエントな対応
•  リスクマネジメント

•  ライフラインの維持、安心・安全な情報社会の
基盤づくり

•  自然災害に強い通信サービス

02  情報セキュリティの確保と
プライバシーの保護

•  情報資産の活用とセキュリティ強化
•  データプライバシー

•  通信の秘密、顧客情報の保護
•  高度なサイバーセキュリティ

03 ICTを通じた
心豊かな暮らしの実現

•  情報通信インフラ提供による経済発展への貢献
•  ICTによる教育、医療など公共サービスへのアクセス向上

•  5G／ IoTの時代における、「通信とライフデザ
インの融合」による社会課題の解決

KDDIを取り巻く事業環境

KDDI Sustainable Action
私たちの「つなぐチカラ」は、未来の 

命をつなぐ

災害対策・
通信基盤の強靭化

強靭な通信インフラの構築と
災害の迅速な復旧対応

地球環境の保全

エネルギー効率の向上と
ゼロエミッションの達成

途上国の基盤整備

途上国の生活水準向上と
経済発展促進

パートナーシップ  

Political（政治・法規制）
• Society 5.0 for SDGsの実現への期待

Economical（経済）
• 新型コロナウイルス感染症の影響による先行きの不安
• キャッシュレス決済の拡大

Social（社会・文化）
• 少子高齢化・人口減少

Technological（技術）
• 5G／ IoT、AI・ビッグデータなどの技術進展

Customers（市場・顧客）
• スマホ・セントリックなサービスの拡充

Competitors（競合）
• 格安スマホの普及
• 第4の通信事業者参入

価値創造プロセス

中期　　
コーポレート  　

• 価値創造の軌跡　　• 価値創造プロセス
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OUTPUT

安全で強靭な
情報通信社会の構築

多様な人財の育成と
働きがいのある労働環境の実現

情報セキュリティの確保と
プライバシーの保護

人権の尊重と
公正な事業活動の推進

ICTを通じた
心豊かな暮らしの実現

エネルギー効率の向上と
資源循環の達成

マテリアリティ 主なリスク・課題 機会

04 多様な人財の育成と 
働きがいのある労働環境の実現

•  ダイバーシティ＆インクルージョンの課題
•  人財育成とキャリア開発 •  人財価値を最大化し企業競争力を向上

05 人権の尊重と 
公正な事業活動の推進

•  持続可能な調達の推進
•  労働者権利の尊重

•  お取引先さまとの「KDDIサプライチェーン
CSR推進ガイドライン」における取り組み

06 エネルギー効率の向上と 
資源循環の達成

•  エネルギー効率の改善とクリーンエネルギーの活用
•  ゼロエミッションと3R

•  再生可能エネルギーへのシフトを進め、2050
年までにCO2排出量実質ゼロ

OUTCOME

目指す姿

　ためにある。 マテリアリティ

暮らしをつなぐ

地方・都市の
持続的発展

地域の課題解決と
住みやすいまちづくり

次世代の育成

ICTによる教育環境の整備と
未来を担う人財の育成

心をつなぐ

安心で豊かな
デジタル社会構築

セキュリティ・プライバシーなどの
安心・安全を実現

多様性の尊重

社会のダイバーシティ＆
インクルージョンの推進

健康・生きがいづくり

ICTを活用して健康で
充実した人生をサポート

　  パートナーシップを通じて社会課題の解決に貢献

01

02

03

04

05

06

　KDDIが、これからも事業を通じてさまざまな社会課題の解決に取り組み続けるという決意を込めて、2030年を
見据えたKDDIのSDGs「KDDI Sustainable Action」を策定しています。5Gや IoTなどを活用しながら、「命を
つなぐ」「暮らしをつなぐ」「心をつなぐ」ことで、KDDIはパートナーとともに事業を通じて社会課題の解決に貢
献し、社会とともに持続的な成長とさらなる企業価値の向上を目指していきます。

1. 
お客さまに一番身近に
感じてもらえる会社

2. 
ワクワクを

提案し続ける会社

3. 
社会の持続的な成長に
貢献する会社

　経営計画 P. 11

・ガバナンス P. 34～



Our Future：KDDIの価値創造ストーリー

　KDDIは2019年、事業環境の変化に迅速に対応しながら持続的な成長を実現し、企業理念に掲げる「豊かなコ
ミュニケーション社会の発展に貢献」するための中期経営計画を策定いたしました。
　ここでは、「事業戦略」として注力する7つの領域の中から、特に投資家の皆さまの関心が高い4つのテーマを抽
出して解説いたします。

事業戦略
 5G時代に向けたイノベーションの創出

 通信とライフデザインの融合

 グローバル事業のさらなる拡大

 ビッグデータの活用

 金融事業の拡大

 グループとしての成長

 サステナビリティ

20
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｜KDDIの価値創造ストーリー　　• お客さま本位の価値提案へ　　• au PAYの狙い　　• KDDI Accelerate 5.0　　• 通信会社に求められるサステナビリティとは



Our Future 1： お客さま本位の価値提案へ
 グループ IDの最大化に向けて

Our Future 2： au PAYの狙い
 キャッシュレス化の進展をリード

Our Future 3： KDDI Accelerate 5.0
  明るい未来社会の創造に向けて

Society 5.0を5Gで加速

Our Future 4： 通信会社に求められる
サステナビリティとは

P. 26

P. 22

21

P. 24P. 24

P. 22

P. 26

P. 28

262626P. 2

P. 28
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お客さま推奨度（NPS*）の向上

* Net Promoter Score の略

お客さま本位の価値提案に向けて

KDDIの持続的成長の軸となる「グループ ID×エンゲージ
メント×総合ARPU」の最大化に向けて、「エンゲージメント」
を中心に据えた戦略を推進しています。
エンゲージメントとは、お客さまとの信頼関係です。
エンゲージメントが向上すれば、当社のサービスの利用頻
度が上昇し、長くご利用いただける結果として、解約率の改
善、さらにグループ IDの拡大が期待できます。また、この強固
な信頼関係をベースとして「通信とライフデザインの融合」

をより一層推し進め新たな体験価値を提供することで、通信
ARPU・付加価値ARPU双方の拡大を伴う総合ARPUの最大
化が図れます。

KDDIは、エンゲージメントの向上に向けて、ピカピカの
ネットワーク・使いやすい料金プラン・ワクワクするコンテ
ンツ・魅力あるデバイスなど、お客さまとのあらゆる接点を磨
き上げることで、お客さまとの信頼関係構築を第一に事業を
展開していきます。

お客さまとの信頼関係構築を第一に事業を展開

Our Future 1： お客さま本位の価値提案へ
グループ IDの最大化に向けて

日本のモバイル通信市場においては、MVNOなどの
格安スマホの緩やかな拡大が続いているほか、2019

年10月の改正電気通信事業法の施行や第4の通信事
業者の参入など、競争環境が大きく変化しています。
このような環境下においても持続的に成長していく
ために、KDDIは「グループ ID×エンゲージメント×
総合ARPU」の最大化を図ることで、さらなる収益拡
大を目指します。

［ 01：グループ ID］ ［ 03：総合ARPU］［02：エンゲージメント］

ピカピカの
ネットワーク

使いやすい
料金プラン

魅力ある
デバイス

ワクワクする
コンテンツ

｜KDDIの価値創造ストーリー　　• お客さま本位の価値提案へ　　• au PAYの狙い　　• KDDI Accelerate 5.0　　• 通信会社に求められるサステナビリティとは
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総
合

A
R

P
U

幅広いニーズに対応し、
グループ総力でモメンタムを強化

競合他社

グループ IDの最大化とエンゲージメントの強化

グループ全体で強固な ID基盤を構築するため、KDDIは具
体的に3つの取り組みを推進し、モメンタムを強化していき
ます。まず、［01］auから格安スマホへの移行を希望されるお
客さまに対して、MVNOを含むKDDIグループブランドを活
用して極力グループ外への流出を抑止していきます。その上
で、［02］MVNOを含むKDDIグループブランドの競争力をさ
らに強化しつつ、流動性の高いMVNO市場からの新規獲得を
積極化し、グループ IDを最大化していきます。
さらに、[03］大容量通信を安心してお使いいただきたいお

客さまには、auの高品質な通信や体験価値などを訴求し、au

へのアップセルによるグループ内循環構造を確立、モメンタ
ムのさらなる強化を目指します。
なお、このグループ戦略を加速させるため、KDDIは、2020

年10月にUQ mobileを統合します。UQ mobileは、高品質か
つ低価格なサービスの提供により、既に200万を超えるお客さ
まにご利用いただいています。UQ mobileとのダブルブラン
ド化により、まずは、①「au」と「UQ mobile」の全国の営業体
制・販売チャネルを再編・統合し、営業体制を強化します。ま
た、②両ブランドの特色を生かし、お客さまのニーズに合った、
分かりやすい料金プランを提供することで、新たな価値を提案
します。そして最後に、③重複業務や運営の効率化を推進し、
グループ経営資源の集約による競争力の強化を目指します。

成長領域のさらなる拡大に向けて

お客さまと強固なエンゲージメントを構築しつつ、接点を
拡大していくことは、KDDIの成長領域であるライフデザイン
領域のさらなる拡大にもつながります。
まず、KDDIグループの通信サービスをご利用のお客さまに
ついては、基盤となるグループ IDを拡大しつつ、5Gへの移行
に伴うリッチコンテンツの普及などにより、総合ARPUの拡
大を目指します。
加えて今後は、オープン基盤であるPontaとの連携などを
足掛かりに、新たなお客さま接点へのアプローチを強化して
いきます。具体的には、決済やポイントなどを活用してKDDI

の付加価値サービスをご利用いただくことのメリットを感じ
ていただくとともに、au PAYをはじめとしたサービスでエン
ゲージメント向上を目指し、成長領域のさらなる拡大につな
げていきます。

P. 24 au PAYの狙いPage Link

［ 02：エンゲージメントの強化］

グループ経営資源の集約による
競争力の強化を目指す

•  「au」と「UQ mobile」
全国の営業体制・
販売チャネルの
再編、統合

•  両ブランドの特色を
生かし、お客さまの
ニーズに合った
分かりやすい
サービスの提供

•  重複業務や運営の
効率化

•  5G本格化に向けた
経営資源の効率化

［ 03：成長領域のさらなる拡大へ］

ARPU成長施策と
オープン戦略の推進により拡大

［ 01：グループ全体での ID基盤強化］

エンゲージ
メント

グループ ID

決済・
ポイント等
活用

大容量を安心して
使いたいお客さま

料金重視の
お客さま

1 グループ流出の
抑止3 auへの

アップセル

2 新規獲得の強化

グループ
戦略

オープン
戦略

付加価値サービス利用拡大

5G移行促進と
データ利用増

通信
ARPU

グループIDに
おける利用推進

付加価値
ARPU

�

新たな価値の
提供

�

事業の効率化

�

営業体制の強化
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決済・金融分野におけるKDDIの取り組み

スマートフォンは今や人々の生活に欠かせないツールとなっ
ており、決済・金融サービスをスマートフォンで手続き・管理す
る“スマホ・セントリック”の世界は身近になってきました。

KDDIは、2008年にモバイルに特化したインターネットバン
キング「じぶん銀行」をいち早く開始したほか、2014年には
au IDと連携した電子マネーカードにより、オンラインショッ
ピングに加え、リアル店舗でも利用可能な、ポイントもたまる
新しい決済機能である「au WALLET」を展開するなど、業界に
先駆けて決済・金融分野の取り組みを推進してきました。
そして2019年、au PAYアプリを預金・決済・投資・ローン・
保険といったさまざまなサービスの入り口とし、お客さまにス
マホ・セントリックな決済・金融体験を総合的に提供する「ス
マートマネー構想」を始動しました。また、本構想の実現のため、
auフィナンシャルホールディングス株式会社を設立しました。

KDDIのスマホ決済「au PAY」

日本では、政府が2025年の目標に「キャッシュレス決済比
率40%」を掲げて取り組んでおり、キャッシュレス化が進展し
ています。その中でもスマホ決済は、通信各社がキャンペーン
を展開していることもあり、市場が大きく拡大しています。

KDDIは2019年4月、「au PAY」の名称でバーコードやQR

コードを使ったスマホ決済サービスを開始しました。2020年
3月末の会員数は2,350万、スマホ決済・ポイント利用可能箇
所は190万を超えるなど、登録者数・決済者数・加盟店数・取
扱高は順調に伸長しています。

auのエンゲージメント向上への貢献

KDDIが「au PAY」に注力する理由として、“お客さまとのエ
ンゲージメント向上への貢献”があげられます。
ここ数年の分析により、お客さまとの接点が多いほどNPS*1

が向上するという相関関係が見えてきました。加えて、数ある
ライフデザインサービスの中でも、お客さまが日常的に利用さ
れる「au PAY」の効果が特に大きいことも分かっています。
「auショップ」におけるお客さまとの接点は、端末購入サイ
クル（2～3年に一度）に限定されていましたが、これをau 

PAYアプリ・au PAYカード・au PAYマーケット（オンライン
ショッピングモール）などのサービスに広げることにより、お
客さまと日常的に接点を持つことが可能となります。
さらに、auでんき・金融サービスなど長期間ご契約いただ
くタイプのサービスをご利用いただき、お客さまの生活に欠
かせない存在となることで、お客さまとの強固かつ長期的な
エンゲージメント構築を目指します。
*1 Net Promoter Score（お客さま推奨度）

au PAYを中心としたスマートマネー構想

Our Future 2： au PAYの狙い
キャッシュレス化の進展をリード

KDDIは、スマホ決済「au PAY」の提供を通じてお客
さまとの接点を拡大するとともに、さまざまなライフデ
ザインサービスをご利用いただくことで、お客さまとの
強固かつ長期的なエンゲージメント構築を図ります。
また、au WALLETポイントのPontaポイントへの
統合や、さまざまな金融サービスとの連携などによ
り、引き続きサービスの進化を目指します。

｜KDDIの価値創造ストーリー　　• お客さま本位の価値提案へ　　• au PAYの狙い　　• KDDI Accelerate 5.0　　• 通信会社に求められるサステナビリティとは

モバイル

ネット

預金・送金

ローン

リアル

固定通信

スマホ
金融 決済

投資

保険・年金

電気

au ID
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au経済圏の拡大への貢献

au通信料金のお支払いのほか、au PAYやau PAYカードな
どのauサービスのご利用を通じて、お客さまにはPontaポイ
ント（旧au WALLETポイント）が還元されます。

KDDIはたまったポイントをご活用いただく場としてau 

PAYマーケットをご用意することで、ポイントがau経済圏の
中で循環するエコシステムを構築しています。
今後、au PAYを軸に、au PAYカードのご利用・チャージを

促進し、たまったポイントをau PAYマーケットでおトクにご
利用いただくことで、ポイントのさらなる好循環を創出し、
au経済圏の最大化を目指します。

今後の利益成長が期待される金融事業とのシナジー

au PAYを起点に、KDDIグループが擁するさまざまな決
済・金融サービスの利用につなげていきます。

2020年3月期のKDDIの決済・金融取扱高 *4は6.5兆円を
突破しました。今後は、銀行から証券サービス、クレジット
カードから銀行サービスといった利用につなげるなど、金融
サービス間での循環を拡大し、収益拡大を目指します。
*4  au PAY決済額＋au PAYカード決済額＋auかんたん決済額＋auじぶん銀行
決済額＋ローン実行額

au PAYの接点拡大に向けた2つの取り組み

「誰でも！毎週10億円！もらえるキャンペーン」実施
au PAYの認知度向上に向けて、2020年2月から7週間にわ

たり、決済額の最大20%をau WALLETポイントで還元する
キャンペーンを実施しました。その効果は大きく、au PAYの認
知度が大幅に上昇したほか、au以外のお客さまにも多数ご加入
いただくなど、au PAYのプレゼンス向上に大きく寄与しました。

Pontaポイントとの統合による新たな接点の創出
2020年5月、au WALLETポイントをPontaポイントに統

合しました。本統合により、国内最大級となる1億超のポイン
ト会員基盤が誕生しました。
この会員基盤をベースとして、KDDIの先端技術と約14,500

のローソン店舗 *2などの両グループのアセットを組み合わせ、
お客さまに新たな体験価値を提供していきます。また、オープ
ン基盤であるPontaとの連携を足掛かりに、au以外のお客さ
まへの接点を拡大し、決済・金融取扱高のさらなる拡大を目指
します。
*2 2020年5月時点

au PAYアプリのスーパーアプリ化を目指して

KDDIが目指す“スーパーアプリ”とは、お客さまに最も使われ
るアプリであり、日常生活の起点となるものです。今後、au PAY

の機能をさらに拡張し、金融やEコマースのみならず、タクシー
手配やレストラン予約といった生活密着型のサービスと連携す
ることで、スーパーアプリとしてのさらなる進化を目指します。

KDDIの決済・金融分野の特徴サマリー
① au PAYを中心としたスマートマネー構想の始動
② 1億超のポイント会員基盤
③ 決済・金融取扱高6.5兆円突破とさらなる収益拡大

ポイント運用
iDeCo・FXなど

タクシー、ホテル、
航空券予約など

レストラン予約、
モバイル
オーダーなど

リボ払い、ローン

損保・生保

クレカ、コンビニなど
auかんたん決済
auじぶん銀行・
au PAYオートチャージ

au PAY間送金
auじぶん銀行出金
公共料金支払い

貯める貯める
増やす増やす

タクシータクシー
手配など手配など

借りる借りる

備える備える

レストランレストラン
予約など予約など

払う払う
送る送る

チャージチャージ

お客さま接点とNPSの 
相関

接点拡大によるエンゲージメント向上

決済件数は大きく増加。接点拡大への取り組みを推進
*3 誰でも！毎週10億円！もらえるキャンペーン（2020年2月～3月）

決済件数 ポイントをPontaポイントと統合
ローソンとの提携を本格化
（2020年5月提供開始）

国内最大級の1億超の会員基盤へ
スマホ決済・ポイント利用加盟店の拡大

キャンペーン *3前後で2倍超の増加

2020年1月 2020年3月
お客さま接点少 多 クレカ

長期利用
ARPU
向上

NPS

接点総量

安心感

使い
こなし感

おトク感
便利さ

生活に
欠かせない
存在

アプリ

銀行

証券銀行

クレカ

貯まったポイントを
おトクにご利用

au PAYカードでおトクに
ご利用・チャージ
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Our Future 3：KDDI Accelerate 5.0
社会課題の解決に向けて au 5Gを早期全国展開

KDDIとKDDI総合研究所は、2030年頃までを見据
えた構想「KDDI Accelerate 5.0」を策定しました。

3つのレイヤの進化とこれを支える7つの分野の研
究開発により、国民の新たなライフスタイルの確立と
日本の経済発展・社会課題の解決を両立するレジリエ
ントな未来社会の創造を目指します。

｜KDDIの価値創造ストーリー　　• お客さま本位の価値提案へ　　• au PAYの狙い　　• KDDI Accelerate 5.0　　• 通信会社に求められるサステナビリティとは

KDDIとKDDI総合研究所は、2030年頃までを見据
えた構想「KDDI Accelerate 5.0」を策定しました。

3つのレイヤの進化とこれを支える7つの分野の研
究開発により、国民の新たなライフスタイルの確立と
日本の経済発展・社会課題の解決を両立するレジリエ
ントな未来社会の創造を目指します。

Our Future 3： KDDI Accelerate 5.0
明るい未来社会の創造に向けてSociety 5.0を5Gで加速

KDDI Accelerate 5.0について

1. 背景
新型コロナウイルス感染症の影響の長期化により、テレ
ワークやオンライン教育、遠隔医療などへのニーズが一気に
高まり、日本社会における生活者の安心・安全と経済活動を維
持する ICTインフラの重要性が顕在化しました。また、各産業
においてレジリエントなビジネスモデルが創出され、日本経

済の成長と活力に満ちた明るい未来社会が実現されることが
期待されています。これらの社会背景に対し、両社はネット
ワークとプラットフォームの構築とビジネスモデル創出を主
体的に進め、ニューノーマル時代に貢献することを目的とし
た「KDDI Accelerate 5.0」を取りまとめました。

2.  3つのレイヤの環境整備
「KDDI Accelerate 5.0」の実現に向けて、3つのレイヤの環境整備を進めます。

� ネットワークレイヤ
新たな社会基盤の土台となるのは、「ネットワークレイヤ」
です。5Gを日本の社会と産業に浸透させるには、最新技術に
基づく信頼性の高いネットワークをできるだけスピーディに
全国展開する必要があります。

KDDIは、日本の国際競争力の維持のために海外企業の技術
も導入し、国際水準の最先端テクノロジーをいち早く日本に
実装するとともに、積極的な先行投資と地方におけるインフ
ラシェアリングなどにより強靭な5Gネットワークの全国展
開を加速します。

� プラットフォームレイヤ
ネットワークレイヤの上に構築されるのが、フィジカル空間

から集積されたデータをサイバー空間で解析し、予測結果など
をフィジカル空間にフィードバックしてこれまでにない新しい

価値を生み出す「プラットフォームレイヤ」です。KDDIは、5G

ネットワークとグローバル IT企業群の最先端クラウド技術を
融合すると同時に、日本のベンチャー企業や国内企業のプラッ
トフォームとの連携により、日本の各産業に向けた最先端技術
のオープンなプラットフォーム環境を整備します。

� ビジネスレイヤ
強靭なネットワークとオープンなプラットフォームの上に
位置し、新たなサービスやソリューションを生み出すのが、
「ビジネスレイヤ」です。異なる産業の企業同士のオープンイ
ノベーションによりサイバー空間とフィジカル空間の融合を
進めることで、お客さまとのエンゲージメントの深化ととも
にビジネスモデルがレジリエントなものに進化します。KDDI

は、日本の経済成長と明るい未来社会の創造を目指して
Society 5.0を加速します。
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�ビジネスレイヤ

�プラットフォームレイヤ KDDIグループのプラットフォーム環境
（オープンなビジネス環境整備・国内外企業との連携）

� ネットワークレイヤ KDDIグループの5G／Beyond 5G
（強靭なダイバーシティインフラ整備・国際水準の最先端技術の導入）

フィジカル空間とサイバー空間を一体化する7つの分野のテクノロジー

Society 5.0を加速するためには、リアルなヒトやモノが存
在する「フィジカル空間」とコンピュータの世界「サイバー空
間」の一体化を一層加速させる技術進化が必要となります。
フィジカル空間から収集された情報は、サイバー空間で解
析され、再びフィジカル空間へとフィードバックされます。
この循環を支えるのが、7つの分野のテクノロジーとそれら

の密接な連携（オーケストレーション）です。

「KDDI Accelerate 5.0」を支える7つ分野のテクノロジー
7つのテクノロジーとは、「ネットワーク」「セキュリティ」

「IoT」「プラットフォーム」「AI」「XR」「ロボティクス」を
指します。

「ネットワーク」によってフィジカル空間とサイバー空間が
結びつけられ、「セキュリティ」により両空間の安全が確保さ
れます。
「IoT」がフィジカル空間の情報を収集してサイバー空間へ
と送り、サイバー空間の「プラットフォーム」に集積された情
報は、「AI」が解析し、どのようにフィジカル空間に働きかける
かを導き出します。
実際にフィジカル空間に働きかけるのが、「XR」と「ロボティ
クス」。「XR」が人間の知覚に対して働きかけ、「ロボティクス」
がドローンやロボットといった物理的な存在を動かします。
この循環を繰り返し、社会活動や経済活動は最適化されて
いくことになります。

オープン オープン

スマート
シティ 地方創生物流・交通生産・販売教育・医療エンター

テインメント

都市
OS

産業
データ

「KDDI Accelerate 5.0」の基盤となる3つのレイヤ

生活者
データ

新しい「ライフスタイル／経済メカニズム／社会システム」

1

22

1

Security

Network3
7

サイバー空間
データ分析・学習・予測

7
3IoT

Robotics

66 XR
＊

55 AI
44 Platform

7つの分野の
テクノロジーと

オーケストレーション

フィジカル空間
リアルの社会・生活・体験・新しいビジネス

データ（収集） フィードバック（最適化）

＊XR：Cross  Rea l i t y

5Gの普及でフィジカル空
間とサイバー空間の融合が
進み、さらにBeyond 5G時
代になれば、サイバー空間か
ら フ ィ ジ カ ル 空 間 へ の
フィードバックも強化され
ます。KDDIが進めている、
ライフデザインビジネスの
プラットフォーム、ヒトの行
動変容を促すAIやXR、ロボ
ティクスなどの研究は、こう
した変化を加速します。
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サステナビリティ担当役員

理事　総務本部長

田中　稔

｜KDDIの価値創造ストーリー　　 • お客さま本位の価値提案へ　　• au PAYの狙い　　• KDDI Accelerate 5.0　　
• 通信会社に求められるサステナビリティとは KDDIのサステナビリティ KDDI Sustainable Actionの取り組み

KDDIは、「豊かなコミュニケーション社会の発展に貢献する」とい
う企業理念のもと、社会の情報基盤を支えるインフラ企業として社会
課題の解決に取り組んでいます。

Our Future 4： 通信会社に求められるサステナビリティとは
KDDIのサステナビリティ

　2020年5月には、「中期経営計画（2020年3月期～
2022年3月期）」に連動した「KDDIが目指すSDGs」を、
社会課題の大きさとKDDIが通信事業者としてより貢献
できる事業領域の観点から8つの社会課題領域へ見直し
を 行 い、2030年 を 見 据 え たKDDIのSDGs「KDDI 

Sustainable Action」を新たに策定しました。
　これらの基盤となるサステナビリティ活動の中で、こ
こではガバナンス・環境対策・人財・人権の方針について
お話しいたします。

ガバナンス
　KDDIは、「コーポレートガバナンス・コード」の遵守と
「KDDIフィロソフィ」の実践を企業活動の土台と考え、グ
ループ会社全体でコーポレート・ガバナンスの強化に取り
組んでいます。また、ガバナンスやサステナビリティを
テーマにした投資家の皆さまとのダイレクトミーティン
グの実施などを通じて、ステークホルダーの皆さまの声
を経営に反映しています。

環境対策
　「パリ協定」「気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）の提言」など、環境課題への対応の動きが加速す
る中、日本においても「CO2排出ゼロ社会」に向けた具体
的アクションプランの検討が急務となっています。当社
は、本業である情報通信を通じて業務効率化や人の移動を
減らし、社会のCO2排出を削減し気候変動の抑制に寄与
することができる一方、通信設備による環境負荷は相応に
増大していくという葛藤を抱えています。そうした中にお
いても、KDDIは「KDDI GREEN PLAN 2017-2030」
（2017年策定）に加え、「KDDI Sustainable Action」を策
定し、2050年までにCO2排出量実質ゼロを目指し、ICT活
用により社会の環境負荷を低減することを宣言しました。

人財
　生産年齢人口が減少する日本において、企業が持続的に
成長し、社会に貢献していくためには、多様な働き方（時
間・場所・雇用形態等）を可能とし、多彩な才能を発揮でき
る魅力ある労働環境の提供が不可欠です。KDDIは、多様
性を尊重した取り組みをこれまで以上に推進し、さまざま
な個性や能力を組織に活かしていきます。2019年4月に
KDDIラーニング株式会社を設立し、2020年4月には複合
型研修施設「LINK FOREST（リンクフォレスト）」を開業
しました。また、2018年4月に社長メッセージとして「健
康経営宣言」を公表し、2019年1月には専担組織として「働
き方改革・健康経営推進室」を設置しました。健康経営の
推進により、「健康を大切にする文化」を定着させ、社員の
活力と生産性の向上を目指して取り組んでいます。

人権
　私たちが属する ICT分野では、プライバシー権や表現の
自由、政府などからの合法的な目的のための顧客情報の提
供要請など、人権に関わるさまざまな課題が考えられます。
「KDDI行動指針」「KDDIグループ人権方針」の社内理解を
促進し、事業活動における人権課題の把握・解決に取り組
んでいます。2020年3月には人権デューデリジェンスを
実施し、KDDIのビジネス全体におけるリスクや機会を明
確にしており、適切なアクションを取るとともにその有効
性について継続してモニタリング、改善を行っていきます。
　今後もステークホルダーの皆さまとのコミュニケーショ
ンを大切にしながら、SDGsや日本特有の社会課題の解決
に取り組み、社会の持続的な成長に貢献してまいります。

本メッセージの完全版は、「サステナビリティレポート 2020 P. 30」に掲載しています。Web Link
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KDDI Sustainable Action

　私たちKDDIは、自社の成長のみならず社会課題にしっかり
と向き合い、SDGsの取り組みを通じて社会と共に成長を目
指します。KDDIが、これからも事業を通じてさまざまな社会
課題の解決に取り組み続けるという決意を込めて、2030年を
見据えたKDDIのSDGs「KDDI Sustainable Action」を策定
しています。

　5Gや IoTなどを活用しながら、「命をつなぐ」「暮らしをつ
なぐ」「心をつなぐ」ことで、パートナーとともに事業を通じ
た社会課題の解決に貢献し、社会とともに持続的な成長とさ
らなる企業価値の向上を目指します。

KDDIの3つの「つなぐ」。

　KDDIの「つなぐ」仕事は、遠く離れた場所を回線でつなぐというだけではありません。
　私たちはもっと大きなものを、人々の命を、暮らしを、心をつないでいます。

　例えば、私たちの強靭な通信基盤
は、災害時の生命線となるコミュニ
ケーションを支えてきました。
　ICTを活用して環境負荷を下げる
ことで、これからの地球を救うことに
も貢献できるでしょう。

　例えば、都市や地方にある課題や途
上国の課題を、私たちは新しい技術や
パートナーをつなぐことで解決して
きました。
　さらに、人財育成を通じて未来を生
きる世代にも貢献していきます。

　例えば、安心で豊かなデジタル社会
を目指す取り組みは、多様性の時代に
孤独をなくし、健康で充実した人生を
送るために必要なものです。
　人生100年時代において、その役
割はますます重要度を増すでしょう。

KDDI Sustainable Action
私たちの「つなぐチカラ」は、未来のためにある。

命をつなぐ

災害対策・
通信基盤の強靭化

強靭な通信インフラの構築と
災害の迅速な復旧対応

地球環境の保全

エネルギー効率の向上と
ゼロエミッションの達成

暮らしをつなぐ

地方・都市の
持続的発展

地域の課題解決と
住みやすいまちづくり

途上国の基盤整備

途上国の生活水準向上と
経済発展促進

次世代の育成

ICTによる教育環境の整備と
未来を担う人財の育成

心をつなぐ

安心で豊かな
デジタル社会構築

セキュリティ・プライバシーなどの
安心・安全を実現

多様性の尊重

社会のダイバーシティ＆
インクルージョンの推進

健康・生きがいづくり

ICTを活用して健康で
充実した人生をサポート

パートナーシップ 　 　パートナーシップを通じて社会課題の解決に貢献

命をつなぐ 暮らしをつなぐ 心をつなぐ
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｜KDDIの価値創造ストーリー　　 • お客さま本位の価値提案へ　　• au PAYの狙い　　• KDDI Accelerate 5.0　　
• 通信会社に求められるサステナビリティとは　KDDIのサステナビリティ　KDDI Sustainable Actionの取り組み

命をつなぐ

1. 災害対策・通信基盤の強靭化
強靭な通信インフラの構築と災害の迅速な復旧対応

運用本部
運用管理部
副部長

土生　由希子

　KDDIは、モバイル通信品質の向上に加え、安心して利用できる固定電話・インターネットサービス
を提供し、高品質な通信を利用できる社会を目指しています。ライフラインとして災害発生時にも通
信を提供できるよう、運用本部ではネットワークの運用監視に一丸となって取り組んでいます。
　新型コロナウイルス感染症の影響でテレワークなどでのデータ利用が増加し、国内における通信利
用状況が急変、通信トラフィックの全体容量に影響はないものの、日中の固定通信トラフィックが最
大63%増加しました。これを受け、KDDIは安定した通信環境維持のための対策を速やかに講じまし
た。また、本年2月に横浜港へ到着した大型クルーズ船では、多くの乗客・乗員や医療従事者の方々へ、
通信環境と安心を届けることに従事し、通信事業者としての社会的責任を果たしています。
　これからも通信を通じて安心・安全な社会基盤の構築に日々貢献していきます。

サステナビリティレポート 2020　P. 14Web Link

2. 地球環境の保全
エネルギー効率の向上とゼロエミッションの達成

建設本部
設備設計部
部長

村口　寿康

　KDDIは「KDDI Sustainable Action」として、2050年までにCO2排出量実質ゼロを目指すことを
宣言しました。私たちの事業は大規模なインフラを有する事業であるため、地球環境の保全とサステ
ナブルな事業運営の両立が求められます。
　目標達成に向けては、抜本的な電力消費の見直しや、新たなテクノロジーを駆使した取り組みが不
可欠です。2019年には交流／直流変換の高効率化や、効率的な空調運転制御システムを採用し、電力
使用量の削減を図っています。さらに、燃料電池の活用や、新たな空調の省エネ技術の導入検証にも
着手しています。また中長期の取り組みとして、配電技術の見直しや蓄電技術の開発を行い、社会全
体のCO2排出量の削減に貢献できるよう、今後もたゆまぬ努力を続けていきます。

サステナビリティレポート 2020　P. 16Web Link

　KDDIは、これからも事業を通じてさまざまな社会課題の解決に取り組み続けるという決意を込めて、2030年を見
据えたKDDIのSDGs「KDDI Sustainable Action～私たちの『つなぐチカラ』は、未来のためにある～」を、2020

年5月に策定しました。
　2030年を見据えた社会課題や当社を取り巻く事業環境から当社が取り組むべき領域の検討を行い、「社会課題の
大きさ」と「KDDIが通信事業者としてより貢献できる事業領域」の観点から「8つの社会課題領域」を選定、2030年
に向けた目標として定めました。
　ここでは8つの課題に対するKDDIの取り組みをご紹介します。
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暮らしをつなぐ

3. 地方・都市の持続的発展
地域の課題解決と住みやすいまちづくり

技術企画本部
5G基盤計画室　室長

野口　孝幸

　日本国内では、人口減少や首都一極集中により、地方の過疎化が今後さらに深刻化するという課題
を抱えています。この社会課題に対して私たちKDDIは、通信を通じて、誰もが生活する場所に関係
なく、格差のない豊かな生活を送れる社会づくりに貢献していきます。
　2020年3月から当社の5G商用サービスが本格的に始まりました。「高速」「低遅延」「多接続」
といった5Gの特性を活かし、遠隔での医療や教育・農業・産業・スマートシティなどさまざまな分
野で活用することができると考えています。その基盤づくりとして、2020年夏以降に全国の主要都
市で5Gの商用サービスを提供開始し、2021年3月までに全都道府県での5G商用サービスの提供
を目指します。
　地方が抱える課題を5Gの応用によって解決する新しい社会の実現を目指して貢献していきます。

サステナビリティレポート 2020　P. 18Web Link

4. 途上国の基盤整備
途上国の生活水準向上と経済発展促進

KDDI Summit Global 
Myanmar Co., Ltd.
CEO

枝川　登

MobiCom Corporation 
LLC
会長 兼 CEO

濱田　達弥

　KDDIでは、主にアジアの途上国において、通信エリア圏外の居住人口ゼロに
向けた通信インフラの整備と、低廉で高品質な通信サービスの提供によって産
業発展の貢献に取り組んでいます。ミャンマーでは2014年からミャンマー国
営郵便・電気通信事業体（MPT）および住友商事株式会社との共同事業を通じ
た通信サービス環境整備を進め、同国の発展に貢献しており、2020年3月末現
在でMPTのシェアは1位です。
　モンゴルにおいては総合通信事業者MobiCom Corporation LLCを1995
年の設立当初から運営しています。モンゴル政府およびモンゴル国商工会議所
が選定するモンゴル企業トップ100に毎年選出されており、2019年は17位に
入賞し、通信事業者の中では最上位となるなど、高い評価を受けています。

サステナビリティレポート 2020　P. 20Web Link

5. 次世代の育成
ICTによる教育環境の整備と未来を担う人財の育成

経営戦略本部
副本部長

松野　茂樹

　我が国の地方では、少子高齢化・人口減少・インフラ老朽化・自然災害の増大などさまざまな社会
課題に直面しており、ICTを利用してこれらの課題を解決する「Society 5.0」の実現に向けた取り組
みが試みられています。KDDIは、この取り組みをサステナブルにするためには、課題解決を地域で担
うベンチャー企業・地域企業や人財の育成が不可欠だと考えます。KDDIではこれまでも ICTでの問
題解決について60を超える自治体と取り組む一方で、当社のこれまでの実績を活かしたイノベー
ション・起業・DXなどを担う人財育成・企業育成を、地方の大学・高等専門学校などと連携して進め
ています。また、2019年4月には育成する企業に資金提供を行う、地方創生のためのファンド「KDDI 
Regional Initiatives Fund」を創設しました。KDDIとしては、これからも、地域の発展とともに未来
を担う人財の育成に取り組み、社会の持続的発展に貢献していきます。

サステナビリティレポート 2020　P. 22Web Link
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心をつなぐ

6. 安心で豊かなデジタル社会構築
セキュリティ・プライバシーなどの安心・安全を実現

総務本部　総務部
サステナビリティ推進室
課長補佐

日野　有子

　急速なデジタル化が進む社会において、プライバシー・セキュリティが守られた、より安全な社会
の構築に取り組むことは、私たち通信事業者の重大な責務です。スマートフォンや携帯電話の普及に
より、利用開始年齢の低年齢化が進む中で、KDDIは「ユニセフの子どもの権利条約」などを尊重し、
お子さまにも安心・安全にスマートフォンや携帯電話をご利用いただけるよう、自らの判断でリスク
を回避する方法を身に付けていただくための講座「KDDIスマホ・ケータイ安全教室」を2006年3月
期から全国の小・中・高校で実施しています。本講座の累計開催回数は約3万3,000回、累計受講者
は611万人を超えました。また、基本的な操作や安心・安全な活用方法を学ぶシニア向け講座も実施
しており、累計開催回数は約1,500回、累計受講者は約2万7,000人となりました。これからも安心
で豊かなデジタル社会構築に向けた取り組みを続けていきます。

サステナビリティレポート 2020　P. 24Web Link

7. 多様性の尊重
社会のダイバーシティ＆インクルージョンの推進

人事本部　人事企画部
D&I推進室
室長

内海　かなめ

　KDDIは、KDDIフィロソフィに「ダイバーシティが基本」を掲げ、多様性を活かす組織づくりに継
続して取り組んでいます。
　女性活躍推進では、2021年3月末の女性ライン長の登用200名を目標に掲げ、さまざまな育成プ
ログラム・メンタリング・キャリアデザインに取り組んでいます。障がい者の雇用や活躍推進では、
特例子会社を設立してKDDIの業務を請け負うほか、事業所内でカフェを運営するなど活躍の場を拡
げており、2020年6月1日現在で障がい者雇用率は2.53%と法定雇用率以上を維持しています。
LGBTの課題にも積極的に取り組み、auの「家族割」サービスを同性パートナーにも適用、社内制度
では同性パートナーやその子どもを「家族」として取り扱うなど、いち早く対応しています。
　公共的使命を有する事業者として、多様性を尊重したサービスや職場環境の提供を通じてダイバー
シティ＆インクルージョン社会の実現に貢献していきます。

サステナビリティレポート 2020　P. 26Web Link

8. 健康・生きがいづくり
ICTを活用して健康で充実した人生をサポート

人事本部
働き方改革・健康経営推進室
マネージャー

香取　由美子

　当社では従来より「働き方改革」と「健康経営」を重要な経営課題として取り組んできました。取り
組みをこれまで以上に推進するため、2019年1月に専担組織として「働き方改革・健康経営推進室」を
設置しました。社内カウンセラー約40名の体制で年に2回社員全員と面談を行い、社員の心身の健康
状態を把握することで、すべての社員が健康で高いパフォーマンスを発揮できる企業づくりに取り組
んでいます。新型コロナウイルス感染症の流行に際しては、「KDDI Sustainable Action」の考え方に基
づき基本方針を策定し、5項目ある方針の1番目に「お客さまおよび当社・関係各社の従業員の安全を
最優先に確保」を掲げ、当社社員の約9割をテレワーク勤務とするなど感染拡大防止に取り組みました。
　KDDIは、これからも社員がいきいきと働き、社会の持続的発展に貢献する会社を目指します。

サステナビリティレポート 2020　P. 28Web Link

｜KDDIの価値創造ストーリー　　 • お客さま本位の価値提案へ　　• au PAYの狙い　　• KDDI Accelerate 5.0　　
• 通信会社に求められるサステナビリティとは　KDDIのサステナビリティ　KDDI Sustainable Actionの取り組み
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気候変動問題への取り組み
KDDIのアプローチ（低炭素社会）
　地球温暖化の原因とされる温室効果ガス排出量は年々増
加傾向にあり、その削減は人類共通の課題となっています。
　ICTの利活用は、生産・消費などの業務活動の効率化に
つながり、お客さまのCO2排出量削減に貢献することが
期待されています。一方で、ICT利活用の拡大に伴い、デー
タセンターや基地局による環境負荷の増大が懸念される
ことから、エネルギーの利用に配慮した設備・機器の開
発・導入が課題となっています。
　KDDIは、低炭素社会の実現に向けて、新たな ICTサー
ビスの提供により、CO2排出量削減に貢献していきます。

気候変動によるリスクと機会
①規制によるリスクと機会
　各国・地域の規制や政策のなかには、省エネルギー基
準、炭素税や排出量取引など、企業の事業活動そのものに
影響を与えるものがあります。KDDIは、これらの規制や
政策が事業継続や成長に対するリスクになり得ると考え
ています。これらの規制に対応するため、環境に配慮した
基地局の建設や、ICTを活用して省エネや社会の環境負荷
低減につながるサービスを各国・地域で提供することが、
事業成長の機会になると捉えています。
②物理的影響によるリスクと機会
　地球温暖化の影響による台風の大型化や降水量の増加
が、各地に被害を与えています。こうした自然災害は
KDDIの通信設備にも影響することから、事業継続におけ
るリスクと認識しています。一方で、これらの自然災害対
策に関する需要が世界的に増加しています。KDDIは、災
害に備える監視システムや防災システムなど、ICTサービ
スを利用した災害対策の普及を図ることで、事業の拡大を
図っています。

③その他のリスクと機会
　気候変動への対応不足は、市場における競争力やステー
クホルダーの信頼の低下を招き、事業継続におけるリスク
となります。KDDIは、気候変動を抑制する長期的な目標
を掲げており、環境負荷低減に寄与するサービスを提供す
ることは事業の拡大につながり、SDGsの目標7（エネル
ギーをみんなに、そしてクリーンに）、目標13（気候変動に
具体的な対策を）にも貢献できると考えています。

環境マネジメント
　KDDIは、現在、環境保全計画「KDDI GREEN PLAN 

2017-2030」を推進しています。本計画は、2031年3月
期までの長期計画とし、自社のCO2排出量について2014

年3月期比で7%削減を目標としました。本目標達成を目
指し、再生可能エネルギーの活用など、さまざまな削減手
法を活用し、CO2排出量削減に取り組んでいきます。
　また経営と環境を含むサステナビリティを一体で推進
する姿勢を明確にするため、「サステナビリティ委員会」
で、環境に関する重要事項を審議しています。代表取締役
社長を委員長、サステナビリティ推進室を事務局とし、審
議結果は、ISO14001認証を取得している各部門・グルー
プ会社の担当者が参加する「環境部会」を通して、各本部、
グループ会社に展開され、各組織の目標などに反映されて
います。さらに2018年3月期に設置した「グリーンプラ
ン部会」では、「KDDI GREEN PLAN 2017-2030」の目
標達成状況を把握し、活動を推進しています。

2050年までにCO2排出量実質ゼロを目指す
　再生可能エネルギーへのシフトを強力に進め、2050年
までにCO2排出量実質ゼロを目指し、ICTの活用によって
社会の環境負荷を低減します。

サステナビリティレポート 2020　P. 82Web Link

サステナビリティレポート 2020

　KDDIのサステナビリティ活動の全般は「サステナビリティレポート 2020」に掲載しています。
　KDDI Sustainable ActionでKDDIが目指す未来、マテリアリティやSDGsに関するKPIの
実績、環境パフォーマンスなどの数値詳細情報のほか、各事業における取り組み事例を詳しく
紹介していますので、統合レポートとあわせて是非ご覧ください。
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1957年2月生
2003年 4月 当社執行役員
2007年 6月 当社取締役執行役員常務
2010年 6月 当社代表取締役執行役員専務
2010年 12月 当社代表取締役社長
2018年 4月 当社代表取締役会長（現任）

1961年10月生
2003年 4月 当社執行役員
2007年 6月 当社取締役執行役員常務
2010年 6月 当社代表取締役執行役員専務
2016年 6月 当社代表取締役執行役員副社長
2018年 4月 当社代表取締役社長（現任）
2019年 4月  当社渉外・コミュニケーション

統括本部長（現任）

1958年9月生
2010年 10月 当社執行役員
2014年 4月 当社執行役員常務
2016年 6月 当社取締役執行役員常務
2018年 6月 当社取締役執行役員専務
2019年 10月  当社パーソナル事業本部長 兼 グローバル

コンシューマ事業本部担当（現任）
2020年 6月 当社代表取締役執行役員副社長（現任）
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1960年3月生
2010年 10月 当社執行役員
2016年 4月 当社執行役員常務
2016年 6月 当社取締役執行役員常務
2018年 4月  当社コーポレート統括本部長（現任）
2018年 6月 当社取締役執行役員専務
2020年 6月 当社代表取締役執行役員副社長（現任）

1960年2月生
2014年 10月 当社執行役員
2017年 4月  当社執行役員常務
2017年 6月 当社取締役執行役員常務
2019年 4月  当社ソリューション事業本部長（現任）
2019年 6月 当社取締役執行役員専務（現任）

1961年11月生
2015年 4月 当社執行役員
2018年 4月 当社執行役員常務
2018年 6月 当社取締役執行役員常務（現任）
2020年 4月  当社パーソナル事業本部　

サービス統括本部長（現任）

1960年6月生
2012年 4月 当社執行役員
2019年 4月  当社執行役員常務
2019年 6月 当社取締役執行役員常務（現任）
2020年 4月  当社パーソナル事業本部　

パーソナル企画統括本部長（現任） 

1961年11月生
2016年 4月 当社執行役員
2018年 4月 当社執行役員常務
2020年 4月  当社パーソナル事業本部　

コンシューマ営業統括本部長（現任）
2020年 6月 当社取締役執行役員常務（現任）

1965年4月生
2020年 4月 当社執行役員
  当社技術統括本部長（現任）
2020年 6月 当社取締役執行役員（現任）

取締役

1956年1月生
2009年 6月  京セラ株式会社取締役 兼 

執行役員常務
2013年 4月  同社代表取締役社長 兼 

執行役員社長
2017年 4月 同社代表取締役会長（現任）
2017年 6月 当社社外取締役（現任）

1961年3月生
2016年 4月 トヨタ自動車株式会社常務理事
2017年 4月  同社常務役員
2019年 6月 当社社外取締役（現任）
2019年 7月  トヨタ自動車株式会社執行役員（現任）
   同社コネクティッドカンパニーPresident

（現任）

1947年5月生
2005年 6月 帝人株式会社常務取締役
2006年 6月 同社専務取締役
2008年 6月 同社代表取締役社長
2014年 4月 同社取締役会長
2014年 6月  JFEホールディングス株式会社

社外監査役（現任）
2018年 4月 帝人株式会社取締役相談役
2018年 6月  同社相談役（現任）

当社社外取締役（現任）
株式会社三菱UFJ銀行
社外取締役監査等委員（現任）

山
やまぐち

口 悟
ごろ う

郎  ●

取締役
所有する当社株式数　
7,200株

山
やまもと

本 圭
けい じ

司 ●

取締役
所有する当社株式数　
200株

大
お お や ぎ

八木 成
しげ お

男  ●●

取締役
所有する当社株式数　
2,000株

村
むらもと

本 伸
しんいち

一
代表取締役執行役員
副社長
所有する当社株式数　
10,200株

森
もりた

田 圭
けい

取締役執行役員常務
所有する当社株式数　
12,700株

雨
あまみや

宮 俊
としたけ

武
取締役執行役員常務
所有する当社株式数　
38,000株

竹
たけやま

山 博
ひろくに

邦
取締役執行役員常務
所有する当社株式数　
9,400株

吉
よしむら

村 和
かずゆき

幸
取締役執行役員
所有する当社株式数　
1,300株

田
たなか

中 孝
たか し

司
代表取締役会長
所有する当社株式数　
62,500株

髙
たかはし

橋 誠
まこと

代表取締役社長
所有する当社株式数　
30,100株

東
し ょ う じ

海林 崇
たかし

代表取締役執行役員
副社長
所有する当社株式数　
12,400株

森
もり

敬
けいいち

一
取締役執行役員専務
所有する当社株式数　
13,500株

• 役員　　• 社外取締役メッセージ　　• コーポレート・ガバナンス　考え方、体制の変遷、ガバナンス体制　取締役会の実効性、社外役員、政策保有株式、役員報酬　
株価連動型賞与の導入について　　• コンプライアンス　　• リスクマネジメント・内部統制　　• 情報開示と IR
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1966年5月生
1993年 4月 弁護士登録
2005年 1月  田辺総合法律事務所パートナー就任（現任）
2014年 8月  内閣府障害者政策委員会委員（現任）
2015年 6月  株式会社山梨中央銀行社外取締役（現任）
2017年 2月  厚生労働省援護審査会委員（現任）
2019年 6月 当社社外取締役（現任）

1948年12月生
1996年 4月 早稲田大学理工学部情報学科教授
1997年 3月  社団法人日本ネットワークインフォメー

ションセンター（現一般社団法人日本ネッ
トワークインフォメーションセンター
（JPNIC））理事（現任）

2019年  4月 早稲田大学名誉教授（現任）
2020年  6月 当社社外取締役（現任）

取締役・諮問委員会の構成

氏名 新任 代表権 独立役員 社外役員 業務執行 指名諮問
委員会

報酬諮問
委員会 補足

田中　孝司 ● ● ● ● 取締役会議長
髙橋　誠 ● ● ● ●
東海林　崇 ● ●
村本　伸一 ● ●
森　敬一 ●
森田　圭 ●
雨宮　俊武 ●
竹山　博邦 ● ●
吉村　和幸 ● ●
山口　悟郎 ● ● ●
山本　圭司 ● ● ●
大八木　成男 ● ● ● ●
加野　理代 ● ● ● ●
後藤　滋樹 ● ● ● ● ●

（注）2020年3月期の指名諮問委員会開催回数は2回、報酬諮問委員会の開催回数は3回でした。

監査役

加
か の

野 理
り よ

代 ●●

取締役
所有する当社株式数　
200株

後
ごとう

藤 滋
しげ き

樹 ●●

取締役
所有する当社株式数　
1,800株

山
やまもと

本 泰
やすひで

英
常勤監査役
所有する当社株式数　
14,000株

髙
たかぎ

木 憲
けんいちろう

一郎
常勤監査役
所有する当社株式数　
26,800株

加
か る べ

留部 淳
じゅん

●●

監査役
所有する当社株式数　
0株

本
ほんとう

東 信
しん

●●

監査役
所有する当社株式数　
0株

松
まつみや

宮 俊
としひこ

彦 ●●

監査役
所有する当社株式数　
0株

● 社外取締役・監査役
● 独立役員
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社外取締役・独立役員

大八木　成男
社外取締役・独立役員

加野　理代
社外取締役・独立役員

後藤　滋樹

社外取締役メッセージ

• 役員　　• 社外取締役メッセージ　　• コーポレート・ガバナンス　考え方、体制の変遷、ガバナンス体制　取締役会の実効性、社外役員、政策保有株式、役員報酬　
株価連動型賞与の導入について　　• コンプライアンス　　• リスクマネジメント・内部統制　　• 情報開示と IR
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社外取締役・独立役員 大八木　成男

　私が社外取締役を務めてきた2年間、KDDIは情報通信

の社会インフラを支える産業界のリーダーとして、多くの

社会的使命と期待を担い、現下のコロナ禍や多くの自然災

害の中でも緊急的な活動に積極的に取り組んでその責を

果たしてきました。私は常日頃から先進的な情報通信技術

開発と情報ネットワーク維持に多額の投資を継続してい

る経営努力を高く評価しています。

　私自身は、リアルな世界での素材やヘルスケア領域の事

業経験を通じて社会生活の質を上げるビジネスモデルを考

えてきましたが、当社が目指しているものは、バーチャル空

間で情報通信技術と生活を融合して、私たちの未来の生活

を、より豊かに変えていこうというものであり、高い関心を

もって議論に参加しています。

　今後の企業活動には、従来にも増して社会のサステナビ

リティへの貢献が求められますが、社会が抱える少子高齢

化・地域格差・環境問題などの課題解決に当社の情報通信

技術は大いに貢献できると考えています。私も社外取締役

として、自己研鑽を重ねながら議論に参画し微力を尽くし

てまいります。

社外取締役・独立役員 加野　理代

　当社の取締役会では、企業戦略の方向性、経営上の課題、

その対応方針について役員一同で共有が図られておりま

す。その中でも社外取締役は中長期的な企業価値向上に向

けて積極的な質問や意見を出しており、経営のモニタリン

グ機能が果たされております。

　今回のコロナ禍においては当社事業の重要性がますま

す高まっており、通信サービスがビジネスから余暇活動を

含めた生活面すべてにおいて、ライフラインとして人々の

生活に必要不可欠なものであることが実感されたことと

思います。また当社が保有するデータの活用が感染拡大防

止につながるなど、社会に果たす役割は大きいと感じま

す。今後、新しい生活様式の下、社会の変革が加速するな

か、社会の期待を上回る役割を果たすことが望まれます。

　当社は通信サービスを核として総合的なサービスを展

開しておりますが、変化の著しい社会的ニーズに対応する

ためには、たゆまぬ努力を継続しつつ、迅速で果断な経営

判断が求められます。その経営判断を支える取締役会の一

員として、弁護士として培ったリーガルマインドやバラン

ス感覚を活かし、またauの1ユーザーとしての立場から

も、取締役会などで発言してまいります。

社外取締役・独立役員　後藤　滋樹

　私は長年にわたり情報通信の研究に従事してきました

が、この度、情報通信産業の中心にいるKDDIの独立社外

取締役に就任したことを光栄に思います。

　人間は優れた動物ですが、個々の人間は弱い存在で、コ

ミュニケーションを通じて社会を構築して発展してきま

した。情報通信が現代社会の神経網の役目を担い、5Gサー

ビスによって、あらゆる情報を社会に取り込むことで、人

間に大きな恩恵をもたらすことを期待しております。

　「イノベーション」という言葉は、多くは「技術革新」と

訳されますが、J.シュンペーターは、初期の著作で「新結

合」と呼んでいます。KDDIが提供する通信サービスは双

方向の結合であり、価値ある情報を循環させる仕組みの構

築によって、お客さま・産業・社会の成長と発展に寄与す

ることが可能です。

　私の研究者としての最初のテーマは人工知能技術でした

が、その後インターネット分野では、日本での発足からアジ

ア太平洋地域での展開推進、最近ではサイバー・セキュリ

ティの研究に従事しました。多くの新たなことを学びつつ、

培ってきた経験をKDDIに役立てたいと思っております。



コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、社会インフラを担う情報通信事業者として、24時
間365日いかなる状況でも、安定した通信サービスを提供し
続けるという重要な社会的使命を担っています。また、情報通
信事業は、電波などの国民共有の貴重な財産をお借りするこ
とで成り立っており、社会が抱えるさまざまな課題について、
情報通信事業を通じて解決していく社会的責任があると認識
しています。
　この社会的使命、社会的責任を果たすためには、持続的な成
長と中長期的な企業価値向上が必要不可欠であり、お客さま、
株主さま、取引先さま、従業員、地域社会など、当社を取り巻く
すべてのステークホルダーとの対話、共創を通じて社会的課題
に積極的に取り組むことで、安心・安全でかつ豊かなコミュニ
ケーション社会の発展に貢献していきたいと考えています。
　コーポレート・ガバナンスの強化は、持続的な成長と中長期
的な企業価値向上のための重要な課題であると認識しており、
金融商品取引所の定める「コーポレートガバナンス・コード」
の趣旨に賛同し、透明性・公正性を担保しつつ、迅速・果断な意
思決定を行う仕組みの充実に努めています。
　また、当社は、社是・企業理念に加えて、役員・従業員が共有
すべき考え方・価値観・行動規範として「KDDI フィロソフィ」
を制定し、グループ全体での浸透活動を推進しています。

　「コーポレートガバナンス・コード」の遵守と「KDDI フィ
ロソフィ」の実践を、会社経営上の両輪として積極的に取り組
むことにより、子会社などを含むグループ全体でのコーポ
レート・ガバナンスの強化を進め、持続的な成長と中長期的な
企業価値向上を実現していきます。

取締役会の構成

コーポレート・ガバナンス体制の変遷

2000年～ 2005年～ 2010年～ 2015年～ 2020年～
社長 奧山 雄材 2001年6月～ 小野寺 正 2010年12月～ 田中 孝司 2018年4月～ 髙橋 誠

取締役 *1
取締役数 53

名 *2 13名 12名 11名 10名 13名 12名 13名 14名

社外取締役数 2名 3名 4名 3名 2名 3名 4名 5名

ダイバーシティ
の確保 *1 女性取締役数 1名

監査役 監査役数 5名 4名 5名

独立性の確保
独立役員数 *3 2名 1名 3名 4名 5名 6名

諮問委員会

役員報酬の透明性確保

KDDIフィロソフィ

*1 定時株主総会終了時点の人数を記載
*2 2000年10月開催の臨時株主総会終了時点の人数を記載
*3 株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程436条の2に規定する独立役員

2015年 指名諮問委員会設置
2002年 ストックオプション制度の導入

2011年 報酬諮問委員会設置
2011年 業績連動型賞与導入

2015年
業績連動型
株式報酬制度
導入

2018年 
業績連動型
株式報酬制度の改定

2000年10月制定 2013年 改定、浸透活動継続

社内取締役 社外取締役 監査役

議長

業務執行役員　9名

非業務執行役員　10名

独立役員　6名

2019年
株価連動型賞与の
導入
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① 取締役会
• 会社法および他の法令に規定された事項
• 定款に規定された事項
• 株主総会の決議により委任された事項
• その他経営上の重要な事項
について、決議しています。
　その他経営上の重要な事項のうち、資金・事業・資産・出資
などについては、その規模などにより重要性の判断を行って
います。
　社外取締役および独立社外取締役を含む取締役で構成し、
法令などに定める重要事項および経営計画などの決定を行う
とともに取締役などの適正な職務執行が図られるよう監督し
ています。

② 諮問委員会
　取締役・監査役候補の指名ならびに役員報酬の体系および
水準について、その透明性・公正性を確保するため、取締役会
の諮問に基づき審議を行い、助言する機関として、「指名諮問
委員会」および「報酬諮問委員会」を設置しています。
　両委員会とも、議長・副議長および半数以上の委員を社外取
締役で構成しています。

③ 経営会議
　社内取締役や執行役員などで構成され、当社および子会社の
業務執行に係る重要事項について審議・決定しています。

④ 監査役会・監査役
　監査役は、監査役会が定めた監査方針および計画に基づき
監査業務を行っており、監査業務遂行のため、取締役会のほ
か、経営会議その他の社内主要会議に出席しています。また、
監査役会において各監査役の監査の方法およびその結果につ
いて報告を受け協議をするほか、取締役会にて、適宜意見を述
べています。

⑤ 内部監査
　当社グループの業務全般を対象に、内部監査を実施し、内部
統制体制の適切性や有効性を定期的に検証しています。
　内部監査結果は、問題点の改善・是正に関する提言を付し
て、代表取締役社長および監査役に報告します。

⑥ 社内委員会
•  KDDIグループ企業倫理委員会：当社グループのコンプライ
アンス関連事項を審議決定（P. 43）

•  ディスクロージャー委員会：決算期に開示する決算情報の
審議（P. 45）

•  情報セキュリティ委員会：情報資産に係る統一的な情報セ
キュリティを確保するための機関

•  サステナビリティ委員会：CSR・環境などの持続可能性関
連事項を審議する機関

② 諮問委員会

⑤ 内部監査

⑥ 社内委員会

株主総会

代表取締役

③ 経営会議
常勤取締役

執行役員33名 *4

（業務の執行）

選任／解任 選任／解任 報告 選任／解任

対応指示

決算情報

対応指示

指名諮問
委員会

報酬諮問
委員会

*4 取締役執行役員7名を除く

リスクマネジメント本部

報告

報告

報告

会計監査
相当性の判断

監査

対応指示案件付議

報告

報告

報告

監査

監査

監査役室

④ 監査役会
監査役5名

（うち社外監査役3名）

選任／解任

諮問 重要案件の
付議／報告

重要案件の
付議／報告

助言 選定／解職
監督

指示／監督

① 取締役会
取締役14名

（うち社外取締役5名）
会計監査人

内部統制部門

内部監査部門

ディスクロージャー委員会

情報セキュリティ委員会

企業倫理委員会

サステナビリティ委員会

各事業部門／グループ会社

コーポレート・ガバナンス体制図 （2020年6月17日現在）
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取締役会の実効性に関する分析・評価

実施目的
　KDDIは、取締役会の現状を正しく理解し、継続的な改善に
取り組むため、毎年定期的に取締役会の自己評価を行ってい
ます。

評価プロセスの概要
　KDDIは、各取締役・監査役による評価をもとに、その実効
性を確認しています。評価手法はアンケート形式であり、4段
階評価と自由記述を組み合わせることで、定量的評価と定性
的評価の2つの側面から、取り組みの効果検証と改善点の発
見に取り組んでいます。
　評価対象期間は直近1年間とし、毎年定期的に実施してい
ます。評価結果は取締役会で報告し、今後の対応策などを検討
しています。
　主な評価項目は以下のとおりです。
 •  取締役会運営（メンバー構成、資料・説明、情報提供など）
 •  経営陣の監督（利益相反、リスク管理、子会社管理など）
 •  中長期的な議論（中期経営計画の参画、計画執行のモニタ
リングなど）

評価結果の概要
【総括】
　当社取締役会は適切に運営されており、実効的に機能して
いると評価されました。
　特に、以下の2点が高く評価されています。
 •  議案が絞られ、持続的な成長と中長期的な企業価値向上
を意識して、社外役員から活発に質問がなされ、審議がな
されている点

 •  中期計画、年次計画の達成状況が定期的に報告され、常に
目標達成に向けて実施すべき方法などについて有意義な
議論がなされている点

【前回からの改善点】
　前回の評価では、「今後、KDDIがどのような会社を目指し
ていくかなど、当社の社会的使命や経営戦略に関し、さまざま
な視点から議論すること」を重点課題として掲げました。こ
れを受けて2019年には、中長期的な経営戦略や企業文化の議
論を行い、新たな中期経営計画では「社会の持続的な成長に貢
献する会社」を目指す姿として掲げ、事業や企業活動全体を通
じて社会課題に取り組むことを発表しました。

【今後の課題】
　通信事業を核とし、異業種・異分野への多角的な展開により
事業規模が拡大する中、KDDIグループ全体の企業価値向上の
ためには特に子会社などのモニタリングが重要であることを
勘案し、引き続き、グループとしての適時・適切なモニタリン
グ、よりよい監督の在り方を検討してまいります。

社外役員の主な専門性と経験分野

氏名
（主要なバックグラウンド） 当社における地位 上場会社における

社長経験者
情報通信分野の
専門性を有する者

法律・会計・行政の
専門性を有する者

山口　悟郎
（京セラ株式会社） 社外取締役 ●

山本　圭司
（トヨタ自動車株式会社） 社外取締役 ●

大八木　成男
（帝人株式会社） 社外取締役 ●

加野　理代
（弁護士） 社外取締役 ●

後藤　滋樹
（早稲田大学） 社外取締役 ●

松宮　俊彦
（公認会計士） 社外監査役 ●

加留部　淳
（豊田通商株式会社） 社外監査役 ●

本東　信
（国土交通省） 社外監査役 ●

合計 　 　 　 　 　社外取締役 社外監査役
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社外役員の独立性に関する判断基準

　会社法上の社外役員の要件および金融商品取引所が定める
独立性基準に加え、当社の連結売上または発注額に占める割合
が1%以上の取引先さまの出身者は、一律、独立性がないものと
して扱っています。また、その他個別の状況も考慮しています。

社外役員のサポート体制

　社外取締役および社外監査役に対しては、取締役会の開催
日程および議題についてあらかじめ連絡することに加え、事
前に議案資料を配布することで、案件への理解を促進し、取締
役会における議論の活性化を図っています。また、事前質問を
受け付けており、その内容を踏まえて取締役会当日の説明内
容を充実させることで、より実質的な審議の深化に努めてい
ます。
　また、取締役会以外の場においても、事業戦略・経営状況に
加え、研究開発・技術などの情報提供を行っています。
　事業概要については、各事業本部の本部長・部長から全体像
や課題を詳細に説明するほか、子会社の経営状況についても
定期的に報告しております。また、研究開発成果の社内展示会
や、通信設備・監視保守センターなどの現場を視察いただく機
会を設けています。そのほかにも、企業倫理活動・リスクマネ
ジメント活動について、年に2回、報告しています。
　さらに、社外取締役が独立性を保ちつつ、情報収集力の強化
を図ることができるよう、監査役との連携を強化し、社外取締役
と監査役間の定期的な連絡会を開催しているほか、会計監査人
から社外取締役に対して、監査結果の説明も実施しています。

　また、社外取締役間での情報交換・情報共有を強化いただく
ために、社外取締役のみの連絡会、社外取締役と非常勤監査役
の連絡会をそれぞれ開催しています。
　これらの取り組みにより、KDDIの事業への理解を深めるこ
とで、取締役会における経営戦略に関する議論の活性化と、経
営の監督・監視の実効性向上を図っています。
　なお、社外監査役を含むすべての監査役を補佐する部門と
して、2006年4月1日付で監査役室を設置しています。

政策保有株式に関する方針

　当社は、お客さまにご提供するサービスの多様化・高度化に
は、さまざまな企業との連携などが必要不可欠であると考え
ています。
　このため、政策保有株式を保有することが当社の事業目的
に資するかを総合的に判断し、当社グループ全体の持続的な
成長と中長期的な企業価値向上につながる場合に保有してお
ります。
　当社は、保有の意義が希薄と考えられる政策保有株式につ
いては、できる限り速やかに処分・縮減していく基本方針のも
と、毎年、取締役会で個別の政策保有株式について、政策保有
の意義、経済合理性などを総合的に判断して、保有継続の可否
および保有株式数を見直します。
　なお、経済合理性の検証は、直近事業年度末における各政策
保有株式の金額を基準として、これに対する発行会社が同事
業年度において当社利益に寄与した金額の割合を算出し、そ
の割合が当社の定める資本コストに係る基準を満たしている
かを検証します。

役員報酬

　役員報酬の体系および水準、それに基づき算出される報酬額につきましては、その透明性・公正性を確保するため、取締役会が
諮問を行い、助言する機関として報酬諮問委員会を設置しております。各取締役の報酬額（基本・賞与・株式報酬）につきまして
は、報酬諮問委員会の助言に基づき、取締役会で決定しています。詳細は、第36期定時株主総会招集ご通知をご参照ください。

報酬の種類と決定方法など
報酬の種類 決定方法 報酬限度額 株主総会決議

取締役 ①基本報酬 ・ 各取締役の役職に応じて、経営環境など
を勘案して決定
・ 基準値は外部専門機関を用いて妥当な水
準を検証し、設定

月額5,000万円以内 2014年6月18日
第30期定時株主総会

② 株価連動型
賞与

各事業年度の「EPS成長率」および「株価
変動率」に連動して決定

各事業年度の連結当期純利益（IFRSで
は親会社の所有者に帰属する当期利益）
0.1%以内

2011年6月16日
第27期定時株主総会

③ 業績連動型
賞与

以下の達成率に連動して決定
・ 各事業年度の当社グループ連結売上高、
営業利益、当期利益の達成度
・ 各期の業績目標に紐づいたKPIの達成率
（KPI） ・グループ ID純増数 
 ・グループ総合ARPA 
 ・KDDIのSDGs目標　ほか

④ 業績連動型
株式報酬

【対象 :取締役・執行役員・理事】
1事業年度あたりの対象者に付与するポ
イント総数（上限）：357,000ポイント
（1ポイント=1株として換算）

【導入】2015年6月17日
第31期定時株主総会
【改定】2018年6月20日
第34期定時株主総会

監査役 定額報酬のみ 当社の業績により変動することのない定
額報酬のみを支給

年額13,000万円以内
（事業年度単位）

2016年6月22日
第32期定時株主総会
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株価連動型賞与の導入について（報酬諮問委員会の活動について）
　報酬諮問委員会の議長を務めております、社外取締役の
山口です。
　当委員会では、取締役・監査役に関する報酬全般について
審議しています。2020年3月期には3回の報酬諮問委員会
を開催し、さまざまな観点から、当社に相応しい役員報酬制
度に関する検討を行った結果、「株価連動型賞与」の導入を
提案するに至りました。その議論の概要について、ご説明し
ます。

1. 当社役員報酬の水準について
　まず、当社役員報酬の水準について、経営者に対する期待
や責任に応じているか、ベンチマークとする企業群と比べ
て妥当であるかを外部専門機関による客観的な調査データ
を参照しつつ検証し、相応しい水準とは何かについて議論
しました。その結果、国内同業他社や同規模他社との比較な
どを踏まえ、株主の皆さまの負託を受けて業務執行を担う
取締役の職責に相応しい内容へ見直すことを提言しました。

2. 当社役員報酬の構成・KPIの選定について
　当社役員報酬は、基本報酬と業績連動型賞与、業績連動型
株式報酬により構成されていましたが、見直しにおいては、
中長期的な企業価値向上および株主価値に、よりダイレク
トに連動する新たな報酬制度を導入する方向で検討を行い
ました。

　検討の結果、以下の2つの指標を
KPIとすることを提言しました。
（1）EPS成長率
　中期経営計画においては、2025
年3月期のEPSを2019年3月期
EPSの1.5倍とすることを目標に
掲げています。この計画の達成を後
押しするためのインセンティブと
して、EPSの対前年成長率を指標と
しました。
（2）株価変動率
　業績や企業活動に対する市場の評価を織り込み、株主価
値との連動性を高めるため、「株価変動率」を指標としまし
た。なお、この株価変動率は当社株価だけの変動率ではな
く、TOPIX成長率との相対評価としています。これにより
株式市場全体の変動要因を踏まえた公正な評価ができると
考えています。

　こうして、中期経営計画の目標達成を強く動機づけ、役員
報酬と株主価値との連動性を高めることを目的とする「株
価連動型賞与」が導入されました。
　中長期的、持続的な企業価値向上につながる報酬の在り方
を検討するのが当委員会の使命であると考えています。引き
続き、KDDIグループの持続的成長に貢献してまいります。

2020年3月期報酬諮問委員会活動内容
・開催回数：3回（いずれも全構成員が出席）
・ 2019年3月期の業績連動型報酬の支給額、当社役員報酬の水準額の妥当性、株価連動型賞与の制度概要に関する議論を行いました。

報酬諮問委員会議長
社外取締役

山口　悟郎

取締役報酬イメージ 役員報酬の内訳

年収

KPI達成率など

②株価連動型賞与 *

④業績連動型株式報酬
③業績連動型賞与

①基本報酬

固定報酬
約40%①

基本報酬

②
株価連動型
賞与

③
業績連動型
賞与

④
業績連動型
株式報酬

変動報酬
約60%

（注）代表取締役社長の報酬モデルを基に作成
* 株価連動型賞与はEPS成長率・株価変動率により増減するため、グラフはイメージ

（注） 2020年3月期の代表
取締役社長の報酬実
績より作成

• 役員　　• 社外取締役メッセージ　　• コーポレート・ガバナンス　考え方、体制の変遷、ガバナンス体制　取締役会の実効性、社外役員、政策保有株式、役員報酬　
株価連動型賞与の導入について　　• コンプライアンス　　• リスクマネジメント・内部統制　　• 情報開示と IR

【参考】業績連動・株価連動型報酬について
　業務執行に携わる取締役の報酬は、中長期的な業績向上と企業価値向上への貢献意欲を高めることを目的として、2015年より業績連動型株
式報酬を導入しています。
　さらに2020年3月期より、中期経営計画の目標達成を強く動機づけるとともに、役員報酬と株主価値との連動性を高めることを目的として、
「株価連動型賞与」を導入いたしました。
　本制度では中期経営計画の目標値として掲げた「EPS*成長率」と、株主価値の増減と直接的に連動する「株価変動率」を評価指標といたします。
* Basic Earnings Per Share（基本的1株当たり当期利益）
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コンプライアンスの考え方

　法令遵守はもとより、社会的責任を果たす企業行動を徹底
する上で規範意識の浸透は企業経営の基盤となる課題と認識
しています。
　KDDIはグローバル企業として、グループ全体で一貫したコ
ンプライアンス体制の拡充を推進しています。

コンプライアンス推進体制

　KDDIは従業員がコンプライアンスを意識した倫理的な行
動をとるための指針として「KDDI行動指針」を定め、その周
知と行動を徹底するために、イントラネットに掲載し、判断に
迷った際には常に確認できるようにしています。また、KDDI
グループのコンプライアンス関連事項を審議決定する機関と
して、「KDDIグループ企業倫理委員会」を設置しています。毎
年、半期ごとにKDDIグループ企業倫理委員会を開催し、KDDI
グループ各社の状況把握をするとともに、コンプライアンス
の体制構築・強化を支援しています。ヘルプライン関連・腐敗
防止関連・競争法違反などのコンプライアンス違反に関して
も、KDDIグループ企業倫理委員会が管掌しています。
　KDDIグループ企業倫理委員会の活動状況は、イントラネッ
トを通じて全社員に公開しています。

企業倫理ヘルプライン（苦情処理メカニズム）

　KDDIは2006年より、KDDI、KDDIグループ会社および
KDDIのお取引先さまの社員などを対象に人権問題を含む企
業倫理や法令遵守への違反行為などについての相談または申
告を受け付ける「企業倫理ヘルプライン」を設置しています。

　2020年3月期は、KDDIグループ全体で469件の相談・通
報が寄せられましたが、社外への公表を要する相談・申告案件
はありませんでした。
　相談・申告された案件は、KDDIグループ企業倫理委員会を
中心にプライバシー保護に配慮しながら必要に応じて社内調査
を行い、問題が発覚した場合は、速やかにKDDIグループ企業倫
理委員会メンバーをはじめとする経営幹部および監査役に報
告し、是正措置および再発防止措置を講じています。

競争法違反防止

　KDDIは、「KDDI行動指針」において、反競争的行為の禁止
を定め、全従業員に競争法の遵守を徹底しています。
　また競争法以外でも、労働法・税法・環境法・独占禁止法・
消費者保護法などをはじめとした各国の現地法制を十分に調
査し、遵守することを定めています。
　また、「KDDIサプライチェーンCSR推進ガイドライン」に
おいて、お取引先さまに対し、公正・透明・自由な競争を阻害
する行為を行わないことを要請しています。
　しかしながら2020年3月、KDDIとUQコミュニケーション
ズの販売代理店が改正電気通信事業法で定められた上限を超
えて携帯電話端末代金を値引いて販売したとして、総務省から
代理店への指導その他必要な措置を徹底するよう行政指導を
受けました。
　再発防止に向けて、すべての代理店に対し改めて改正電気
通信事業法の内容のご説明や代理店スタッフ向けのオンライ
ン研修、代理店へのガイドライン責任者の設置などの取り組
みを実施しています。
　それ以外に関しては、2020年3月期、反競争的行為や独占的
慣行により法的措置を受けた事例はありませんでした。
　KDDIは、関連法令の遵守を徹底し、これからも適正な事業
運営に取り組んでいきます。
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申告

申告

フィードバック・
指示など

フィードバック

KDDIグループ企業倫理委員会

KDDIグループ企業倫理委員会メンバー
委員長：代表取締役会長

委員会メンバー：取締役を含む役員など
事務局：総務本部 総務部

代表取締役社長

• 啓発活動の方針策定
•  コンプライアンス違反
発生時の対処

• 社外への情報公開
• 再発防止策などの検討

経営会議報告 諮問

報告

連絡（氏名は非公開）

企業倫理ヘルプライン

全従業員

コンプライアンス推進体制

通報・相談 *1 報告・回答

通報者
（KDDIグループ社員、お取引先さまの従業員など）

KDDIグループ
企業倫理委員会

社内窓口

法律事務所
海外子会社向け窓口

社外窓口（外部専門家と連携）

通報・相談 *1 報告・回答

関係する組織の所属長など

報告・回答

受付連絡 *2

*1  メールや電話などで相談や申告を受付（多言語対応窓口あり）。「公益通報者保護法」に即
して匿名で相談や申告を受付

*2  社外窓口に入った相談は、通報者の同意がある場合を除き通報者を特定できないようにし
て連絡

企業倫理ヘルプライン

調査・分析・改善・再発防止

コンプライアンス



リスクマネジメント・内部統制の考え方

　企業を取り巻くビジネス環境が常に変化する状況におい
て、企業が直面するリスクも多様化・複雑化しています。
　KDDIは、経営目標の達成に対し影響をおよぼす原因や事象
を「リスク」と位置づけ、リスクマネジメントを強化すること
が重要な経営課題だと認識しています。事業を継続し社会へ
の責任を果たしていくために、グループ全体でリスクマネジ
メント活動を推進しています。

KDDIのリスクマネジメント・内部統制活動

　KDDIは、経営目標達成を阻害する要因をリスクと位置づ
け、リスクマネジメント本部を中核として、リスクマネジメン
ト活動を一元的に推進する体制を整えています。
　また、グループ全体の持続的な成長を実現するため、KDDI
のみならず子会社などを含むグループ全体でのリスクマネジ
メント活動を推進しています。KDDIに28名、子会社各社に
計44名の「内部統制責任者」を配置し、さらにそれを統括す
る6名の「内部統制統括責任者」を任命しており、同責任者の
もと、内部統制システムの整備・運用およびリスクマネジメン
ト活動を推進するとともに、リスクが発現しにくい企業風土
を醸成するため業務品質向上活動を展開しています。

リスクマネジメント活動サイクル

　KDDIは、会社の危機を未然に防ぐためには、その予兆を把
握し、事態が悪化する前に対策を講じることが重要という認
識のもと、リスクマネジメント活動のPDCAサイクルを構築
しています。また、リスクの発現時には迅速かつ適切な対応が
とれる危機管理体制を整備しています。

リスク特定プロセス

　KDDIは、リスク情報を定期的に洗い出し、会社事業に重大
な影響を与えるリスクを重要リスクと位置づけ、これらの重
要リスクの発現およびその発現した際の影響を可能な限り低
減するための対応策を検討し、対策を講じています。
　2020年3月期は、経営目標を確実に達成するために、過去
に顕在化した課題のほか、事業環境の変化を踏まえ、重要リス
ク25項目を選定し、リスクの予見、重要リスクの低減活動お
よびリスクアプローチによる内部監査を実施しました。ます
ます巧妙化するサイバー攻撃はもちろん、グローバル事業や、
通信とライフデザインの融合に伴うEC、金融・決済、エネル
ギー事業などの事業領域拡大に伴う課題なども新たに考慮す
べき重要リスクとして選定しています。またM&Aに伴うグ
ループ会社拡大によるリスクについても重要リスクとして対
策強化に取り組みました。
　情報セキュリティ活動においても、グループ全体の統一基
準を制定し、M&Aによる新たなグループ企業を含め、グルー
プ全体で情報セキュリティレベルの向上を推進し、情報セ
キュリティリスクの低減を図っています。
　これら重要リスクの状況については、財務影響との関係か
ら有価証券報告書で開示している事業等のリスクにも反映し
ています。
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経営層

各本部・子会社のリスクマネジメント

重要リスク提示 対応状況報告

情報収集・
分析リスクアセスメント

部門内モニタリング
内部監査

対策検討・
実施

改善・定着

P

C

A D

内部統制責任者体制

●経営者による評価を監査

● 取締役の業務執行に係る
法令定款に照らした監査

● 内部統制システム構築の
基本方針決定

● 内部統制の評価、公表

取締役会

経営会議（社長）

会計監査人

監査役

●実行計画策定
●全体進捗管理
●実行部門の活動支援

リスクマネジメント本部
内部統制部

KDDIグループ

内部統制統括責任者（6名）
内部統制責任者（KDDI 28名、グループ会社 44名）

2020年6月1日現在

子会社

各組織

事務局

本体コーポレート・
サポート部門

各組織

事務局

本体事業部門

各組織

事務局

• 役員　　• 社外取締役メッセージ　　• コーポレート・ガバナンス　考え方、体制の変遷、ガバナンス体制　取締役会の実効性、社外役員、政策保有株式、役員報酬　
株価連動型賞与の導入について　　• コンプライアンス　　• リスクマネジメント・内部統制　　• 情報開示と IR
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リスクマネジメント・内部統制
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基本的な考え方

　KDDIは、投資判断に影響を与える会社情報について、金融
商品取引法および東京証券取引所が定める「有価証券上場規
程」などに則り、株主・投資家の皆さまに分かりやすい形で、
適時かつ公平な情報の開示を継続的に行っています。
　また、「IR基本方針 *」をWEBサイト上で公開し、IR活動に
ついての基本的な考え方や情報開示の体制などを説明してい
ます。特に、決算期に開示する決算情報については、「ディス
クロージャー委員会」を設けて集中的に審議を行い、経営の透
明性の向上と適切な情報提供に取り組んでいます。
* 取締役会の決議事項

IR基本方針 
　KDDIは、株主・投資家の皆さまとの信頼関係の構築を経営
の最重点事項と位置づけ、企業価値経営の実践、積極的な情報
開示、コミュニケーションの充実をお約束いたします。

活動指針3ヵ条 
　KDDIは、以下の活動指針に基づいた IRを実施することで、
株主・投資家さまとの長期的な信頼関係を構築し、企業価値の
最大化を図ります。

開かれた IRを目指します
能動的な IRを実施します
組織的な IRを展開します

2020年3月期の IR活動

コミュニケーションの充実 
　経営陣から当社業績を直接説明する場として、決算説明会を
四半期ごとに開催しているほか、国内外の投資家の皆さまとの
個別ミーティングやスモールミーティングの実施、証券会社主
催の各種カンファレンスや個人投資家向け説明会の実施など、
コミュニケーションの充実に継続的に取り組んでいます。

企業価値の最大化

株主・投資家さまとの信頼関係

企業価値経営の実践

積極的な情報開示 コミュニケーションの充実

　また、株主・投資家の皆さまよりいただいたご意見について
は、経営層のみならず、社内にも幅広く情報共有し、事業戦略・
経営戦略上の貴重なご意見として参考にしています。
　新型コロナウイルス感染症の拡大防止のためにWEBサイト
の同時配信や電話会議の活用など非対面のコミュニケーショ
ン手法も取り入れています。

積極的な情報開示 
　決算説明会の模様をWEBサイトにて動画配信しており、同
じ内容を英語でもご覧いただけるようご用意しています。
　また、決算短信をはじめとした各種決算資料、財務・業績
データ、コーポレート・ガバナンス関連情報など、掲載情報の
充実を図っています。こうした情報は、マルチデバイス対応し
たWEBサイトのほか IRアプリでもご覧いただけます。
　またスモールミーティングにおいては、一部説明会につい
て、当社WEBサイトでオンデマンド配信を実施しました。
　当社の IR活動の成果として、2020年3月期は、大和インベ
スター・リレーションズ株式会社の「2019年インターネット
IR・最優秀賞」に4年連続で選ばれたほか、モーニング・ス
ター株式会社の「Gomez IRサイト総合ランキング2019」で
は金賞、日興アイ・アール株式会社の「2019年度ホームペー
ジ充実度ランキング」では
最優秀サイトに選出される
など、高い評価をいただく
ことができました。

2020年3月期 IR活動実績

機関投資家との個別ミーティング 約750回

決算説明会 4回

海外ロードショー 10回

個人投資家向け説明会の参加・視聴者数 約1,600名

社外からの主な評価

海外 • FTSE4Good Index Series
• MSCI ESG Leaders Indexes
• Euronext Vigeo Eiris World Index 120
•  Ethibel PIONEER and Ethibel EXCELLENCE 

Investment Registers　など

国内 • S&P/JPXカーボン・エフィシェント指数
• 健康経営優良法人2020（ホワイト500）
• PRIDE指標2019「ゴールド」
•  東洋経済新報社「第14回CSR企業ランキング
（2020年版）」総合1位　など

　　　　

情報開示とIR
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携帯電話契約数の状況

　2020年3月末の日本の携帯電話累計契約数は、前期末比
4.0%増の1億8,480万契約 *1となりました。スマートフォン
の普及拡大や、一人のユーザーが複数のデバイスを利用する
「マルチデバイス化」の進展、さらに IoTをはじめとしたビジ
ネス利用が進むことで、モバイル市場は引き続き成長を続け
ています。
　このうち、KDDIグループのシェアは前期末比0.7ポイント
増の31.7%*2（5,864万契約）まで拡大しました。
　MVNO*3の契約数は引き続き拡大しており、前期末比
14.7%増の2,465万契約 *1となりました。SIMカード型に限
定した契約数比率も10%*4に達しています。

　このうち、KDDIのグループMVNO契約数（UQ mobile・
BIGLOBEモバイル・J:COM MOBILE）は、前期末比25.4%
増の307万契約まで拡大しました。

*1  出典：総務省 電気通信サービスの契約数およびシェアに関する四半期デー
タの公表（令和元年度第4四半期（3月末））

*2  KDDIグループにはKDDI、沖縄セルラー電話（au）およびUQコミュニケーション
ズを含む。ソフトバンクグループにはソフトバンクおよびワイモバイルを含む。 

また、各社MVNOへの提供に係るものも含む。
*3  仮想移動体通信事業者（Mobile Virtual Network Operator）
*4  MVNO契約数比率＝MVNOサービスの契約数／移動系通信の契約数 

SIMカード型契約数比率＝SIMカード型の契約数／（移動系通信の契約数－
MNOが提供する通信モジュールの契約数（2,985万契約））

5Gの始動

　日本では2020年3月に5Gが始動しました。5Gサービス
の早期普及に向けて、各社が積極的にネットワーク整備に取
り組んでいます。
　KDDIは、5G基地局を2021年3月期に全国1万局、2022
年3月期には5万局へと展開し、早期に全国展開を目指します。

　また、地方への基地局展開にあたっては、ソフトバンクとの
合弁会社「5G JAPAN」を設立しました。互いの基地局のリ
ソースをシェアすることで、地方への基地局展開を加速して
いきます。

P. 26　Our Future 3：KDDI Accelerate 5.0Page Link

携帯電話契約数の状況 *1 MVNOサービスの契約数・契約数比率の推移 *4

• 国内市場とKDDI　　• 連結損益計算書分析　　• 連結財政状態計算書分析　　• 設備投資／キャッシュ・フロー分析　　• セグメント別分析　　• 連結財務諸表　　• 会社概要／株式の状況
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au 5Gの展開スケジュール

20,000

15,000

10,000

5,000

80

60

20

40

2016.3 2017.3 2018.3 2019.3 2020.3

0

（万契約）

25.4
29.3

45.4

24.5

29.6

45.8

24.5

30.7

44.9

24.9

31.0

44.2

17,00916,34415,654
17,773

24.9

31.7

43.5

18,480

■ 携帯電話契約数　 ● KDDIグループ　 ● NTTドコモ　 ● ソフトバンクグループ

0

（%）
2,500

2,000

1,000

500

25

20

10

1,500 15

5

■ MVNO契約数　 ● MVNO契約数比率　 ■ SIMカード型契約数　 ● SIMカード型契約数比率

2016.3 2017.3 2018.3 2019.3 2020.3

0

（万契約）

0

（%）

1,269

575

1,586

849

1,840

1,070

2,150

1,299

2,465

1,576

7.8

3.9

9.4

5.6

10.6

7.0

11.9

8.3

13.2

10.1

5G（SA*6）5G（NSA*5） ＋ 4G LTE5Gスタート
2023年

4G LTEと遜色ない
エリア展開へ

2019年4月
周波数
割り当て

2020年夏以降： 全都道府県の主要都市へ展開
2020年冬以降： 既存4G LTE周波数の一部を5Gで活用
2021年3月 ： 5G基地局　約1万局へ 

全都道府県へ展開し、地方創生に向け
たエリア展開

2022年3月： 5G基地局
約5万局へ *5  Non-Stand Alone：4G LTEのコア

ネットワークと5G基地局を組み合
わせたネットワーク

*6  Stand Alone：コアネットワークも
含めて5G技術で構成したネット
ワーク

4G LTE4G

5G

2020年3月： 15都道府県より
サービス開始

国内市場とKDDI



47KDDI CORPORATION | 統合レポート2020

非通信事業領域

　通信事業単独での成長が難しくなる中、モバイル通信各社
は、新たな収益源の確保に向けて国内通信事業の顧客基盤を
活用し、決済・金融やコマースなど非通信事業領域の収益拡大
に向けた取り組みを積極化させています。
　その中でもスマホ決済市場は大きく拡大しています。政府
が、2025年の目標に掲げる「キャッシュレス決済比率40%」
の達成に向けてポイントを還元するキャンペーンを実施
（キャッシュレス・ポイント還元事業／2019年10月～2020
年6月）したことも追い風となりました。
　KDDIは2019年4月、「au PAY」の名称でスマホ決済サービ
スを開始しました。2020年3月末の会員数は2,350万、スマ
ホ決済・ポイント利用可能箇所は190万を超えるなど、順調
に伸長しています。

P. 24　Our Future 2：au PAYの狙いPage Link

　また、KDDIでは、通信事業・お客さま基盤をコアとし、その
同心円上にコマース・金融・エネルギー・エンターテインメン
ト・教育などのライフデザイン事業を展開する「通信とライ
フデザインの融合」により、お客さまに新たな体験価値を提案
していきます。
　さらに、国内で培ったノウハウを、ミャンマー・モンゴルに
おけるコンシューマ事業などにも展開し、国内外において持
続的成長を目指します。

固定通信事業領域

　2020年3月末の日本の固定ブロードバンドサービス契約
数は、前期末比2.4%増の4,120万契約 *1となりました。
　固定ブロードバンドサービスは、モバイルとのセット割引
型サービスの普及が進むことや、NTT東西の光アクセス回線
卸売を利用する事業者による新規市場の開拓などにより、市
場は緩やかに拡大しています。また、新型コロナウイルス感染
症対策によるテレワークや遠隔学習、動画視聴などの需要の
高まりもあり、固定ブロードバンドサービスは引き続き堅調
な推移が見込まれます。
　KDDIの国内ブロードバンド契約数（FTTH契約数＋ケーブ
ルテレビのRGU対象世帯数）は前期末比1.9%増の1,011万
と堅調に推移しています。
　FTTH・ケーブルテレビとauおよびグループMVNOサービ
スとのクロスセルを通じて、KDDIグループのお客さま基盤の
さらなる強化・拡大が続いています。
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日本の民間最終消費支出に占めるキャッシュレス決済比率推移

KDDIのFTTH累計契約数 *7・ケーブルテレビRGU対象世帯数 *8

合計の推移

出典：  一般社団法人キャッシュレス推進協議会「キャッシュレス・ロードマップ2020」を基
に当社加工

*7  FTTH累計契約数：auひかり＋コミュファ光＋auひかりちゅら（OCT）＋ひかりJ＋
BIGLOBE光など（パーソナルセグメントベース）

*8  RGU（Revenue Generating Units、収入獲得単位数）。各世帯で加入しているケーブルテ
レビ、高速インターネット接続、および電話サービスのそれぞれが１RGUとなる。
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日本の家計消費支出の構成比とKDDIの主なライフデザインサービス

出典： 総務省「家計調査報告（家計収支編、2人以上の世帯）令和2年（2020年）3月分」に
基づき当社作成
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NTTドコモ

ソフトバンク

楽天モバイル

法人向け事業の市場環境

　システムのレガシー化や IT人材の不足に伴う経済損失を回
避すべく、2018年12月に経済産業省は「デジタルトランス
フォーメーションを推進するためのガイドライン」を発表し
ており、DX推進に向けた取り組みは国を挙げて進められてい
ます。
　新型コロナウイルス感染症の影響を受けて、今後はさらに
大企業、中小企業問わず、すべての企業においてDX化が加速
することが見込まれており、KDDIは5G・IoT・AIなどの次世
代を担うテクノロジーを提供するとともに多様なパートナー
企業と手を取り合いながら、お客さまのDX実現に向け貢献し
てまいります。

通信各社への周波数割り当ての状況と強靭なネットワークの構築に向けて

　スマートフォンやタブレット端末の普及および性能の向
上、モバイルコンテンツサービスの多様化、通信技術の進化な
どにより、日本のモバイルトラフィック量は増加し続けてお
り、月間平均トラフィック・最繁時トラフィックともに、直近
1年で1.2倍に増加しています。（出典：総務省「我が国の移動

通信トラヒックの現状」（令和元年12月分））
　今後は IoT事業など新たな領域の拡大に加え、テレワーク・
オンライン教育・遠隔医療などを支えるネットワークの増強
と5Gの推進に取り組んでまいります。
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国内第3のプラットフォームにおける市場規模

国内のモバイル通信各社への周波数割り当て状況（2020年3月31日現在）

*1 auの800MHz帯と2.1GHz帯の3Gは2022年3月末にサービス終了予定
*2 2018年4月9日に総務省により新規に割り当て
*3 東名阪のみ
*4  UQ WiMAXは2020年3月末のサービス終了に伴い、現在、WiMAX 2+（TDD-LTE）とし
て運用中

*5 80MHzのうち40MHzについては、2018年4月9日に総務省により新規に割り当て
*6 2019年4月10日に総務省により新規に割り当て

出典： IDC Japan「国内第3
のプラットフォーム市
場の市場規模（支出額
ベース）」に基づき当社
作成
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・回り込む特性があり障害物に強い

大容量伝送に優れる
・1局でカバーできる範囲が狭い
・帯域幅が広く高速伝送が実現
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売上高

前期比  3.1%増 5兆2,372億円

　端末販売収入の減収を、総合ARPA収入やMVNO収入の増
収、エナリス・じぶん銀行の連結影響、ビジネスセグメントの
増収で補い、売上高は前期比3.1%増となる5兆2,372億円と
なりました。

営業利益

前期比  1.1%増 1兆252億円

　上期の一時的な減益要因や、持続的成長のためのコスト投
下、新型コロナウイルス感染症を見据えた減損損失などによ
る減益を、ライフデザイン領域やビジネスセグメントといった
成長領域の増益で補い、営業利益は前期比1.1%増となる1兆
252億円となりました。
　なお、ライフデザイン領域、ビジネスセグメントはいずれも
前期比20%を超える増益となりました。

親会社の所有者に帰属する当期利益

前期比   3.6%増 6,398億円

　税引前当期利益の増益などにより法人所得税費用は増加し
たものの、営業増益や非支配持分利益の減少などが寄与した
結果、親会社の所有者に帰属する当期利益は前期比3.6%増と
なる6,398億円となりました。

1株当たり配当金

前期比  10円増 115円

　年間配当金は、18期連続となる増配を達成しており、前期
比10円増配となる115円、連結配当性向は41.7%となりま
した。

2019 2020

（十億円）

5,237

5,080

ビジネス
+37

パーソナル
+146

その他・
調整
-26

前期比
＋3.1%

2019 2020

（十億円）

1,025
1,014

ビジネス
+25

パーソナル
-12

その他・
調整
-2

前期比
＋1.1%

（3月31日に終了した各決算期）

連結損益計算書分析
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資産

前期末比  2兆2,497億円増 9兆5,801億円

　じぶん銀行の子会社化に伴う金融事業の資産の増加や
IFRS16号適用に伴う使用権資産の増加、au携帯電話端末の
割賦販売方法の多様化による売掛金の増加などにより、資産
は前期末比2兆2,497億円増となる9兆5,801億円となりま
した。

資本

前期末比  2,462億円増 4兆8,591億円

　2019年5月に自己株式の消却および利益剰余金から資本
剰余金の振替を行ったものの、当期利益の増加に伴う利益剰
余金の増加や非支配持分の増加などにより、資本は前期末比
2,462億円増となる4兆8,591億円となりました。

有利子負債

前期末比  4,047億円増 1兆6,804億円

　IFRS第16号の適用や社債発行による社債の増加などによ
り、有利子負債は前期末比4,047億円増となる1兆6,804億
円となりました。

D／Eレシオ

前期末比  ＋0.08pt 0.38倍

　利益剰余金の増加に伴い親会社の所有者に帰属する持分が
増加したものの、IFRS第16号の適用に伴う有利子負債の増
加により、D／Eレシオは前期末比0.08pt上昇となる0.38倍
となりました。

営業債権及び
その他の債権

+203金融事業の
貸出金・
有価証券
＋1,417

使用権資産
＋379

その他
+251

2019 2020

（十億円）

9,580

7,330

前期末比
＋30.7%

2019 2020

（十億円）

4,859

4,613

非支配持分
+45自己株式

+227
利益剰余金

-6

その他
-20

前期末比
＋5.3%

（3月31日に終了した各決算期）

• 国内市場とKDDI　　• 連結損益計算書分析　　• 連結財政状態計算書分析　　• 設備投資／キャッシュ・フロー分析　　• セグメント別分析　　• 連結財務諸表　　• 会社概要／株式の状況

連結財政状態計算書分析
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設備投資額（支払ベース）

　連結の設備投資額は、前期比133億円増の6,151億円となりました。

モバイル  

前期比  27億円減 3,745億円

　モバイルでは800MHz・700MHz帯や5Gの投資を前倒し
で行った一方、開設計画を達成した3.5GHz帯やUQ WiMAX
投資が一巡したことにより、前期比27億円減の3,745億円と
なりました。

固定・その他  

前期比  160億円増 2,406億円

　固定・その他ではFTTHの投資額は減少したものの、ネット
ワーク設備構築・更改等の投資増などにより、前期比160億
円増の2,406億円となました。

キャッシュ・フロー

フリー・キャッシュ・フロー  

前期比  3,974億円増 7,124億円

　フリー・キャッシュ・フローは、IFRS第16号の適用に伴う
EBITDAの増加やじぶん銀行の連結子会社化に伴う収入の増
加に加え、割賦債権増加幅の減少やau端末在庫の減少などに
より、前期比3,974億円増となる7,124億円となりました。
　営業活動によるキャッシュ・フローは、金融事業による支
出増はあったものの、IFRS第16号の適用に伴う影響や営業
債権およびその他の債権の増加などにより、前期比2,937億
円の収入増となる1兆3,234億円の収入となりました。
　一方、投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資の増
加や関連会社株式の取得による支出の増加などはあったもの
の、金融事業による収入の増加や子会社の支配獲得による収
入の増加などにより、前期比1,036億円の支出減となる6,110
億円の支出となりました。
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合計 338 325 360 377 374

■ FTTH 24 24 28 26 22

■ その他 170 170 173 199 219

合計 193 194 201 225 241

● フリー・キャッシュ・フロー 217 524 428 315 712

■ 営業活動によるキャッシュ・フロー 885 1,161 1,061 1,030 1,323

■ 設備投資 -531 -519 -561 -602 -615

■ その他投資キャッシュ・フロー -136 -118 -73 -113 4

● EBITDA 1,411 1,524 1,560 1,599 1,751

（3月31日に終了した各決算期）

設備投資／キャッシュ・フロー分析
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　パーソナルセグメントでは、個人のお客さま向けにサービスを提供しています。
　日本国内においては、従来の通信サービス（主に「au」ブランドによるスマートフォン・携帯電話、FTTH／CATV

サービスなど）を中心に、コマース・金融・エネルギー・エンターテインメント・教育などのライフデザインサービス
を連携しながら拡充することで、新たな体験価値の提供を目指しています。
　また、海外においては、国内で培った事業ノウハウを活かし、ミャンマーやモンゴルをはじめとするアジア地域を中
心とした個人のお客さま向けビジネスにも積極的に取り組んでいます。

2020年3月期の業績概況

　売上高は、端末販売収入等の減収を、au総合ARPA収入 *1

やMVNO収入の増収、エナリス・じぶん銀行の連結影響など
で補い、前期比3.3%増の4兆5,680億円となりました。
　一方、営業利益は、ライフデザイン領域が期初想定を上回っ
て推移（前期比22.4%増）したものの、上期の一時的な減益要

因 *2や持続的成長のためのコスト投下などにより、前期比
1.3%減の8,727億円となりました。
*1  au通信ARPA収入＋付加価値ARPA収入＋端末修理・補償収入＋auでんき
収入

*2  2022年3月末の3G停波に向けた加速償却や、ミャンマー事業の決算期変更
影響など

au総合ARPA
　au総合ARPAは、契約数の順調な拡大によるauでんき
ARPAの拡大（前期比130円増）や、auスマートパスプレミアム
比率の伸長や決済・コマースの利用拡大などによる付加価値
ARPAの増加などにより、前期比330円増加しました。
　2021年3月期以降も、auでんきARPA・付加価値ARPAな
どの牽引により拡大していく見込みです。

売上高 営業利益／営業利益率 EBITDA ／EBITDAマージン
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セグメント別分析
パーソナルセグメント （3月31日に終了した各決算期）
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ライフデザイン領域

auスマートパス／auスマートパスプレミアム会員数
　auスマートパス／auスマートパスプレミアムの会員
数は前期末比で1万会員増加し、1,550万会員となりま
した。このうち、「auスマートパス」の上位サービスと
なる「auスマートパスプレミアム」の会員数は、会員へ
の特典充実に加え、au以外のお客さまにもサービスの
提供範囲を拡大した効果もあり、前期末比235万会員増
の965万会員（auスマートパス全体に占める割合は
62%まで伸長）となりました。
【参考】 「auスマートパス」は、月額情報料372円のパッケージサー

ビス。約500のアプリやデータストレージサービス・クー
ポン・修理補償などが受けられる。上位サービスである
「auスマートパスプレミアム」は同499円。

ライフデザイン領域の3つの分野
コンテンツ分野：auスマートパスの利益貢献が大きく、他分野よりも利益率は高いです。
金融・コマースとの連携、5G時代に向けたエンタメ機能の強化などに取り組んでいます。
エネルギー分野：利益率は低いものの、ユーザー数が順調に拡大しており、成長率は最も高
いです。売上拡大・エンゲージメント向上に貢献するとともに、利益貢献比率も高まりを見
せています。
金融・コマース分野：アクティブ利用者を増やすフェーズにあり、中期的な成長に向けてコ
ストを投下しています。将来的な利益貢献を目指す一方、auユーザーのエンゲージメント
向上への貢献にも期待が持たれています。

au解約率
　上期は、2019年10月の電気通信事業法の改正・消費増税
に向けた駆け込み需要の拡大により解約率が増加した一方、
下期には市場全体の流動が低下し、解約率が大きく減少する
結果となりました。通期では前期比0.04ポイント減の0.72%
となっています。
　今後も、お客さまとのエンゲージメント向上に努め、引き続
きau解約率の低減に向けて取り組んでいきます。
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■■ 営業利益（左軸）　 ● 営業利益率（右軸）

売上高 営業利益／営業利益率ライフデザイン領域の2020年3月期の業績概況
　売上高は、主にエネルギー分野 *3や決済・金融分野 *3

が増収に貢献したほか、「auスマートパス」やコマース、
修理補償の増収などにより、前期比28.8%増の1兆
2,180億円となりました。
　一方、営業利益は、「auでんき」契約者の堅調な増加に
よるエネルギー分野の増益や、「auスマートパス」・修
理補償の好調によるコンテンツ分野の増益などが牽引
し、前期比22.4%増の1,800億円となりました。
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パーソナルセグメントの主要な取り組み

“UNLIMITED WORLD au 5G”始動
　2019年7月、KDDIは、スマートフォン向け料金プラン「au
データMAXプラン」*1の提供を開始しました。日本初 *2の月
間データ容量に上限がないプラン *3としてご好評いただいて
おり、本プランをはじめとした大容量データプランの加入率
は、順調に拡大しています。また、2020年2月には、最新のス
マートフォンをお求めやすくすることを目的とし、国内通信
事業者初 *4となる残価設定型のスマホ購入プログラム「かえ
トクプログラム」の提供を開始しました。
　このように、KDDIは、5G時代を見据えた料金体系の見直
しを着実に進めてきました。

　そして2020年3月、KDDIは、5Gの商用サービスとなる「au 
5G」を、全国15都道府県の一部エリアにて提供開始しました。
　「au 5G」の始動にあわせて提供する4つの5Gスマートフォ
ン向け料金プランは、4Gの同等プラン対比+1,000円の料金
体系（但し、ご加入当月から25ヵ月間、月額料金を1,000円割
り引くキャンペーンを実施）となっており、中期的な総合
ARPU拡大に期待が持てます。
　また、8Kなど高画質カメラを搭載したハイスペックモデル
から、機能を厳選したミドルレンジまで幅広いラインアップ7
機種を順次発売するなど、総合力で5Gを推進していきます。

5G時代におけるOTTプレイヤーとの連携
　auでは、データ通信と人気のエンターテインメントコンテ
ンツをセットにしたKDDIならではのオリジナルプランを多
数揃えています。
　2020年3月には、データ通信が使い放題 *3で人気のエン
ターテインメントコンテンツ （「Netflix（ベーシックプラン）」
「Apple Music」「YouTube Premium」「TELASA」）がセット
になった「データMAX 5G ALL STARパック」の提供につい
て発表（2020年6月に提供開始）しました。

　これは、ライフデザイン領域に早くから注力し、OTTプレ
イヤーと良好な関係を構築してきたKDDIならではの料金プ
ランです。
　KDDIはお客さまに魅力的なサービスラインアップを提供
することができる一方、OTTプレイヤーは、auが販売代理店
の役割を担い、解約率1%を下回るauの通信プランとセット
で提供することで、長きにわたりお客さまにサービスをご利
用いただくことが可能となっており、双方にとってWin-Win
の料金プランになっています。
　KDDIは引き続き、さまざまなパートナーと共に、お客さま
のニーズにお応えするサービスの開発・提供に取り組んでい
きます。

付加価値サービスを組み込んだ独自の料金プランを提供

*1  2019年9月30日で新規受付終了。同9月13日から「auデータMAXプラン 
Netflixパック」、同10月1日から「auデータMAXプランPro」を提供開始。

*2  日本国内のMNOによる4G LTEスマートフォン向け料金プランとして。同
7月23日時点、KDDI調べ。

*3  テザリングなどのデータ容量に上限があります。混雑時や動画配信、スト
リーミングサービスなどへの通信速度制限があります。

*4  日本国内のMNOによる残価設定型のスマートフォン向けプログラムとして。
2020年2月17日時点、KDDI調べ。

• 国内市場とKDDI　　• 連結損益計算書分析　　• 連結財政状態計算書分析　　• 設備投資／キャッシュ・フロー分析　　• セグメント別分析　　• 連結財務諸表　　• 会社概要／株式の状況

データMAX 5G ALL STARパック

翌月から6ヵ月間5,460円／月～

（注） 5Gは一部エリアでの提供です。対応エリアや5G対応スマートフォンの発
売日、キャンペーンなどについてはau WEBサイトでご確認ください。

フラッグシップモデルに加え、ミドルレンジモデルまで幅広く提供

UNLIMITED WORLD

「かえトクプログラム」ご利用イメージ

＜機種代金96,600円の場合＞

最終回
支払分

（24回目）
38,640円

支払い不要スマホ購入 2,520円 2,520円 … 2,520円

1ヵ月目 2ヵ月目 3ヵ月目 … 24ヵ月目 25ヵ月目

現金販売価格／支払総額：96,600円（「分割支払金　2,520円×23回」＋
「最終回支払い金額（24回目）：38,640円」）の場合
実質年率：0%　頭金：0円　支払回数：24回　支払期間：26ヵ月

毎月のお支払いが安くおさえられる！
おトクおトク11

25ヵ月目に新しい機種へ買い替え・当該機
種を当社が回収すると、お支払いが不要！！

おトクおトク22
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新たな体験価値の創造
　5G時代の新たな体験価値の創造に向け、2020年1月に、
KDDI・一般社団法人渋谷未来デザイン・一般財団法人渋谷
区観光協会など参画企業50社で組成する「渋谷5Gエンター
テイメントプロジェクト」が始動しました。また、同3月には
株式会社テレビ朝日との共同出資会社による新たな動画配信
プラットフォーム「TELASA」やライブ体験を拡張する「au 
5G LIVE」の始動を発表しており、引き続き、5GやXR技術を
取り入れたさまざまな領域における拡張体験（AUGMENT）を
加速していきます。

　KDDIは、2019年4月、金融事業のさらなる連携強化に向け
てじぶん銀行を連結化しました。
　また、2020年2月以降、決済・コマースサービスを「au 
PAY」ブランドへ統一するとともに、同2～3月にかけて、「au 
PAY」の認知度向上を目的とした「誰でも！毎週10億円！も
らえるキャンペーン」を開催しました。

　キャンペーン効果は大きく、au PAY会員数は2,240万から
2,350万まで伸長、au以外のお客さまにも多数ご加入いただ
きました。
　KDDIは、au PAYをお客さまとの接点拡大を実現する「スー
パーアプリ」と位置づけ、利用促進に向けて積極的に取り組ん
でまいります。
　さらに、2019年12月には、グループ内の金融事業の組織
再編 *5を完了しました。銀行・決済・資産運用に加え、証券・
損害保険・生命保険が集約された金融グループとして「スマー
トマネー構想」をさらに加速していきます。
　これらの取り組みにより、グループの決済・金融取扱高は
2020年3月期には6兆5,000億円を超え、中期目標を前倒し
で達成することができました。スマートフォンで使える便利
な金融サービスを拡充し、au PAYを通じてさまざまな金融
ニーズにお応えしていきます。
*5  当社が保有するauカブコム証券株式会社、au損害保険株式会社、ライフネッ
ト生命保険株式会社の株式をauフィナンシャルホールディングス株式会社
に承継。

グローバルビジネスの展開
　KDDI Summit Global Myanmar Co., Ltd.がミャンマー国
営郵便・電気通信事業体（MPT）と共同で行っているミャン
マー通信事業では、エンターテインメントコンテンツの充実
を図り、付加価値サービス（動画・ゲーム）とデータのバンドル
パックの提供や、ミャンマーの人気コンテスト“Myanmar 
Idol”のオフィシャルパートナーになるなど、お客さまのデジ
タルライフ体験価値の向上に取り組んでいます。
　また、モンゴル国内の総合通信事業者MobiCom 
Corporation LLCは、モンゴル通信情報技術庁、通信規制委員
会共催の「ICT EXPO 2019」で、最上位の「The best player 
of ICT EXPO 2019」を受賞しました。

バーチャル渋谷のイメージ

通信事業を通じた社会課題の解決

社会課題
• 災害時のインフラ断絶
• 社会的弱者の情報格差

　「豊かなコミュニケーション社会の発展に貢献する」と
いう企業理念の実現のために、KDDIは、社会インフラを
担う通信事業者として、24時間365日いかなる状況でも、
安定した通信サービスを提供する重要な社会的使命を
担っています。社会が抱えるさまざまな課題に対しても、
高い志を持って、自ら貢献していく社会的責任があると考
えています。
　近年、国内では異常気象によって台風の大型化に伴う甚
大な被害が発生しています。KDDIは主に通信設備におい

て多くの電力を使用しており、再生可能エネルギーへのシ
フトを進め、2050年までに温室効果ガスであるCO2の排
出実質ゼロを目指し取り組んでいくとともに、甚大化する
大規模災害時の陸海空からの万全な復旧・支援体制整備に
よってライフラインの維持に全力で取り組みます。
　また今後5Gのサービスを、遠隔による医療や教育、モ
ビリティなどの分野へ積極的に拡大し、イノベーションに
よって地方創生や、情報格差の改善に役立てることで、通
信事業を通じて社会全体の発展に貢献します。

•  異常気象へのレジリエントな対応
• ICTによる社会の環境負荷低減
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IoT累計回線数
　KDDIは、あらゆるモノとインターネットがつながる「IoT」
をお客さまのDX推進に欠かせないテクノロジーとして重視
しており、「IoT累計回線数」を積極的に拡大しています。
　2019年11月に1,000万回線を突破した回線数は、2020年
3月末には1,150万回線を超え、順調に拡大しています。
　新型コロナウイルス感染症の影響など、先行きの見通しは
不透明であるものの、中期経営計画の最終年度である2022年
3月末の目標値1,800万回線の達成に向けて、引き続き取り組
んでいきます。

2020年3月期の業績概況

　売上高は、IoT関連売上を含むモバイル・固定通信事業の増
収に加え、KDDIまとめてオフィス・KDDIエボルバをはじめ
とした国内グループ会社の増収などが貢献し、前期比4.2%増
の9,235億円となりました。

　一方、営業利益は、契約数が順調に拡大したことによりモバ
イル通信事業が大幅増益したことに加え、固定通信事業・国内
グループ会社・海外事業などのあらゆる領域が増益となった
結果、前期比20.8%増の1,475億円となりました。

売上高 営業利益／営業利益率 EBITDA ／EBITDAマージン
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　ビジネスセグメントでは、日本国内および海外において、幅広い法人のお客さま向けに、スマートフォンなどのデバ
イス、ネットワーク・クラウドなどの多様なソリューションに加え、「TELEHOUSE」ブランドでのデータセンター
サービスなどを提供しています。
　さらに、5Gや IoTなどの技術を活用し、パートナー企業との連携により、グローバル規模でお客さまのビジネスの
発展・拡大に貢献するソリューションをワンストップで提供することで、お客さまと共にDXを通じて新たな価値を
創造しています。
　また、日本国内の中小企業のお客さまについては、連結子会社のKDDIまとめてオフィスグループによる地域に密
着したサポート体制を全国規模で実現しています。

（万回線）
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• 国内市場とKDDI　　• 連結損益計算書分析　　• 連結財政状態計算書分析　　• 設備投資／キャッシュ・フロー分析　　• セグメント別分析　　• 連結財務諸表　　• 会社概要／株式の状況

セグメント別分析
ビジネスセグメント （3月31日に終了した各決算期）
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ビジネスセグメントの主要な取り組み

お客さまのDXを加速
　ビジネスセグメントにおいては、現在、お客さまのDX推進
のサポートに取り組んでいますが、この取り組みが、成長領域
だけではなく基盤通信事業の利益成長にも貢献するなど、好
循環を生み出しています。
　DX推進の具現化に向けては、2018年9月にビジネス開発
拠点「KDDI DIGITAL GATE」を、東京都（虎ノ門）に開設しま
したが、お客さまからのニーズの高まりを受け、2019年9月
には、沖縄県（那覇市）・大阪府（大阪市）にも開設しました。
　「KDDI DIGITAL GATE」の来訪企業数は延べ350社を超え
ています。
　これらの活動拠点を通じて、さまざまな産業や企業が抱える
課題の解決およびビジネスの高度化をサポートしていきます。

　またKDDIは、5Gと高精細動画像・AIを組み合わせた法人
向け5G対応ソリューションの提供を、2020年3月より順次
開始しています。同月には、JFEスチール株式会社とJFEス
チール東日本製鉄所（千葉地区）において「au 5G」サービスを
導入し、4K映像などを活用して製鉄所の安定操業やスマート
ファクトリー化を推進していくことを発表しました。
　このように、5Gをはじめとした最新の ICT活用を通じて、
持続可能な社会の実現に貢献していきます。

グローバルビジネスの展開
　KDDIは、5G／ IoTのグローバル展開を推進する企業に対
し、データの収集から蓄積・見える化・活用までをワンストッ
プで提供する「グローバル IoTパッケージ」の提供を、2020
年3月より開始しました。
　本サービスは、2018年6月に発表した IoT世界基盤として
初のパッケージサービスで、クラウド・通信回線・通信デバイ
スをワンストップで提供します。本サービスにおける、データ
蓄積・見える化をスピーディーに実現する IoTクラウドサー
ビスには、東芝デジタルソリューションズ株式会社の
「Meister RemoteX™」のサービス構成を採用しています。ま
た通信回線は、株式会社ソラコムのグローバルローミング
SIMを提供します。
　本サービスは、拡張性の高いクラウドサービス、グローバル
ローミングサービスと電波法認証済み端末をセットで利用可
能なことに加え、デバイス1台から利用することができます。
これにより、グローバル展開を推進するお客さまの IoTを活用
した迅速なビジネス変革を可能とします。
　KDDIグループは、今後も東芝デジタルソリューションズな
どのパートナーとともに、IoT世界基盤を軸にお客さまのDX
を推進していきます。

IoTなどによるDXを通じた社会課題の解決

社会課題

　日本は年々労働人口が減少しており、持続的な社会発展
のためにはDXによる産業の革新が重要課題となります。
KDDIはさまざまなパートナー企業と共に IoTを活用した
ビジネスソリューションを長年にわたり提供しており、ま
た60を超える地方自治体と提携し地方創生に積極的に取
り組んでいます。

　今後は5Gによって、あらゆるモノが通信でつながり、
IoTの急速な拡大が期待されます。KDDIのSDGs「KDDI 
Sustainable Action」では、「地方・都市の持続的発展」を
目標に掲げており、これまで培った技術やノウハウに5G
を組み合わせて、事業を発展させるとともに、社会課題の
解決に貢献する会社を目指して取り組んでいきます。

• 地域間の経済格差の拡大
•  後継者不足によるノウハウ承継への懸念

• 地方における労働人口減少
• 産業競争力低下

KDDI IoT世界基盤

個別設計

お客さまの
ご利用状況に応じた

設計、構築

拡張性のある
データ蓄積・見える化サービス

最適な通信方式・
事業者を選定

個別に条件などを交渉

最適な機器選定
電波法認証取得

グローバル IoTパッケージ
セット提供

ク
ラ
ウ
ド

通
信

デ
バ
イ
ス

API
見える化
データ蓄積

グローバルローミングサービスと
電波法認証取得済み端末のセット提供

大規模・長期プロジェクト スモールスタート・拡張型

グローバル
ローミングSIM 通信デバイス

KDDI DIGITAL GATE OSAKA KDDI DIGITAL GATE OKINAWA
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連結財政状態計算書
KDDI株式会社および子会社
2019年および2020年3月31日

百万円

2019 2020

資産

　非流動資産

　　有形固定資産 ¥2,546,181 ¥2,406,231

　　使用権資産 — 378,870

　　のれん 539,694 540,886

　　無形資産 946,837 1,035,399

　　持分法で会計処理されている投資 174,000 233,225

　　金融事業の貸出金 — 952,070

　　金融事業の有価証券 — 248,025

　　その他の長期金融資産 253,025 285,879

　　繰延税金資産 15,227 23,783

　　契約コスト 412,838 436,675

　　その他の非流動資産 10,117 15,975

　　非流動資産合計 4,897,918 6,557,018

　流動資産

　　棚卸資産 90,588 75,366

　　営業債権及びその他の債権 1,965,554 2,168,355

　　金融事業の貸出金  — 216,601

　　コールローン — 50,937

　　その他の短期金融資産 41,963 53,358

　　未収法人所得税 4,633 4,712

　　その他の流動資産 125,162 84,600

　　現金及び現金同等物 204,597 369,202

　　流動資産合計 2,432,498 3,023,131

資産合計 ¥7,330,416 ¥9,580,149

• 国内市場とKDDI　　• 連結損益計算書分析　　• 連結財政状態計算書分析　　• 設備投資／キャッシュ・フロー分析　　• セグメント別分析　　• 連結財務諸表　　• 会社概要／株式の状況

連結財務諸表 〉〉〉注記事項などの詳細情報は、当社WEBサイト掲載の「第36期 有価証券報告書」をご参照ください。
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百万円

2019 2020

負債及び資本
負債
　非流動負債
　　借入金及び社債 ¥1,040,978 ¥1,147,551

　　金融事業の預金 — 25,728

　　リース負債 — 268,648

　　その他の長期金融負債 66,493 13,342

　　退職給付に係る負債 13,356 37,230

　　繰延税金負債 100,680 98,570

　　引当金 33,996 36,770

　　契約負債 77,435 72,053

　　その他の非流動負債 6,746 7,411

　　非流動負債合計 1,339,683 1,707,303

　流動負債
　　借入金及び社債 150,574 153,262

　　営業債務及びその他の債務 671,969 657,298

　　金融事業の預金 — 1,401,691

　　コールマネー — 72,100

　　リース負債 — 110,906

　　その他の短期金融負債 26,773 3,496

　　未払法人所得税 152,195 179,915

　　引当金 34,403 44,966

　　契約負債 116,076 107,897

　　その他の流動負債 225,810 282,209

　　流動負債合計 1,377,801 3,013,738

負債合計 2,717,484 4,721,041

資本
　親会社の所有者に帰属する持分
　　資本金 141,852 141,852

　　資本剰余金 284,409 280,591

　　自己株式 (383,728) (156,550)

　　利益剰余金 4,144,133 4,138,195

　　その他の包括利益累計額 (3,174) (19,665)

　　親会社の所有者に帰属する持分合計 4,183,492 4,384,424

　非支配持分 429,440 474,684

資本合計 4,612,932 4,859,108

負債及び資本合計 ¥7,330,416 ¥9,580,149
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連結損益計算書
KDDI株式会社および子会社
2019年および2020年3月期

連結包括利益計算書
KDDI株式会社および子会社
2019年および2020年3月期

百万円

2019 2020
売上高 ¥5,080,353 ¥5,237,221
売上原価 2,867,413 2,925,000
売上総利益 2,212,940 2,312,221
販売費及び一般管理費 1,210,470 1,299,504
その他の収益 10,140 12,492
その他の費用 3,661 3,228
持分法による投資利益 4,780 3,256
営業利益 1,013,729 1,025,237
金融収益 3,582 5,330
金融費用 10,012 11,380
その他の営業外損益 2,975 1,512
税引前当期利益 1,010,275 1,020,699
法人所得税費用 309,149 325,298
当期利益 ¥  701,126 ¥695,401

当期利益の帰属
　親会社の所有者 ¥  617,669 ¥639,767
　非支配持分 83,457 55,634
当期利益 ¥  701,126 ¥695,401

円

2019 2020
親会社の所有者に帰属する1株当たり当期利益
　基本的1株当たり当期利益 ¥259.10 ¥275.69
　希薄化後1株当たり当期利益 259.01 275.49

百万円

2019 2020
当期利益 ¥701,126 ¥695,401

その他の包括利益
　純損益に振り替えられることのない項目
　　確定給付型年金制度の再測定額 (3,451) (13,835)
　　その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の公正価値変動額 (3,219) (2,598)
　　持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分相当額 (1,267) (3,694)
　　　合計 (7,937) (20,127)

　純損益に振り替えられる可能性のある項目
　　キャッシュ・フロー・ヘッジ (106) 802
　　在外営業活動体の換算差額 (6,620) (10,201)
　　持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分相当額 (88) 286
　　　合計 (6,814) (9,113)
　その他の包括利益合計 (14,751) (29,240)
当期包括利益合計 ¥686,375 ¥666,161

当期包括利益合計の帰属
　親会社の所有者 ¥604,136 ¥612,402
　非支配持分 82,238 53,759
　　　合計 ¥686,375 ¥666,161 
（注）上記の計算書の項目は税引後で開示しております。

• 国内市場とKDDI　　• 連結損益計算書分析　　• 連結財政状態計算書分析　　• 設備投資／キャッシュ・フロー分析　　• セグメント別分析　　• 連結財務諸表　　• 会社概要／株式の状況
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連結持分変動計算書
KDDI株式会社および子会社
2019年および2020年3月期

2018年4月1日～2019年3月31日 百万円

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の
包括利益
累計額 合計 非支配持分 資本合計

2018年4月1日 ¥141,852 ¥289,578 ¥(338,254) ¥3,672,344 ¥ 8,183 ¥3,773,703 ¥357,554 ¥4,131,257

会計方針の変更による累積的
影響額 — — — 187,468 — 187,468 29,302 216,770

修正再表示後の残高 141,852 289,578 (338,254) 3,859,812 8,183 3,961,171 386,856 4,348,027

当期包括利益

　当期利益 — — — 617,669 — 617,669 83,457 701,126

　その他の包括利益 — — — — (13,533) (13,533) (1,219) (14,751)

　当期包括利益合計 — — — 617,669 (13,533) 604,136 82,238 686,375

所有者との取引額等

　剰余金の配当 — — — (227,937) — (227,937) (34,277) (262,214)

　 その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替 — — — (2,176) 2,176 — — —

　自己株式の取得及び処分 — (94) (150,000) — — (150,094) — (150,094)

　自己株式の消却 — — 103,235 (103,235) — — — —

　企業結合による変動 — — — — — — 3,324 3,324

　 支配継続子会社に対する
持分変動 — (4,802) — — — (4,802) (8,701) (13,503)

　その他 — (274) 1,291 — — 1,017 — 1,017

　所有者との取引額等合計 — (5,169) (45,474) (333,348) 2,176 (381,816) (39,655) (421,470)

2019年3月31日 ¥141,852 ¥284,409 ¥(383,728) ¥4,144,133 ¥ (3,174) ¥4,183,492 ¥429,440 ¥4,612,932

2019年4月1日～2020年3月31日 百万円

親会社の所有者に帰属する持分

資本金 資本剰余金 自己株式 利益剰余金

その他の
包括利益
累計額 合計 非支配持分 資本合計

2019年4月1日 ¥141,852 ¥284,409 ¥(383,728) ¥4,144,133 ¥ (3,174) ¥4,183,492 ¥429,440 ¥4,612,932

会計方針の変更による累積的
影響額 — — — (181) — (181) (149) (329)

修正再表示後の残高 141,852 284,409 (383,728) 4,143,952 (3,174) 4,183,311 429,291 4,612,603

当期包括利益

　当期利益 — — — 639,767 — 639,767 55,634 695,401

　その他の包括利益 — — — — (27,365) (27,365) (1,875) (29,240)

　当期包括利益合計 — — — 639,767 (27,365) 612,402 53,759 666,161

所有者との取引額等

　剰余金の配当 — — — (257,616) — (257,616) (33,070) (290,686)

　 その他の包括利益累計額から
利益剰余金への振替 — — — (10,875) 10,875 — — —

　自己株式の取得及び処分 — (75) (150,000) — — (150,075) — (150,075)

　自己株式の消却 — (377,034) 377,034 — — — — —

　利益剰余金から資本剰余金への振替 — 377,034 — (377,034) — — — —

　企業結合による変動 — — — — — — 26,574 26,574

　 支配継続子会社に対する
持分変動 — (6,515) — — — (6,515) (1,870) (8,385)

　その他 — 2,772 144 — — 2,916 — 2,916

　所有者との取引額等合計 — (3,818) 227,178 (645,524) 10,875 (411,290) (8,366) (419,656)

2020年3月31日 ¥141,852 ¥280,591 ¥(156,550) ¥4,138,195 ¥(19,665) ¥4,384,424 ¥474,684 ¥4,859,108
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連結キャッシュ・フロー計算書
KDDI株式会社および子会社
2019年および2020年3月期

百万円

2019 2020
営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前当期利益 ¥1,010,275 ¥1,020,699
　減価償却費及び償却費 562,402 689,925
　減損損失 2,737 12,619
　持分法による投資損失（利益） (4,780) (3,256)
　固定資産売却損失（利益） 538 76
　受取利息及び受取配当金 (3,571) (5,027)
　支払利息 8,694 8,133
　営業債権及びその他の債権の減少額（増加額） (271,723) (205,412)
　営業債務及びその他の債務の増加額（減少額） 23,008 10,070
　金融事業の貸出金の減少額（増加額） — (435,251)
　金融事業の預金の増加額（減少額） — 388,199
　コールローンの減少額（増加額） — 9,278
　コールマネーの増加額（減少額） — 12,100
　棚卸資産の減少額（増加額） (1,544) 15,060
　退職給付に係る負債の増加額（減少額） 1,346 23,874
　その他 (6,326) 85,734
　小計 1,321,055 1,626,821
　利息及び配当金の受取額 6,375 8,718
　利息の支払額 (9,106) (8,204)
　法人所得税の支払額 (290,689) (307,861)
　法人所得税の還付額 1,971 3,883
　営業活動によるキャッシュ・フロー合計 1,029,607 1,323,356

投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出 (399,531) (392,941)
　有形固定資産の売却による収入 848 2,557
　無形資産の取得による支出 (202,607) (226,363)
　金融事業の有価証券の取得による支出 —  (30,956)
　金融事業の有価証券の売却または償還による収入 — 59,137
　その他の金融資産の取得による支出 (13,191) (11,166)
　その他の金融資産の売却または償還による収入 1,767 6,339
　子会社の支配獲得による支出 (13,274) —
　子会社の支配獲得による収入 — 84,171
　関連会社株式の取得による支出 (83,799) (96,162)
　子会社及び関連会社株式の売却による収入（支出） (1,507) 26
　その他 (3,285) (5,593)
　投資活動によるキャッシュ・フロー合計 (714,578) (610,950)

財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入の純増加額（減少額） (10,274) (32,000)
　社債発行及び長期借入による収入 456,000 180,000
　社債償還及び長期借入返済による支出 (302,151) (118,662)
　ファイナンス・リース債務の返済による支出 (28,616) —
　リース負債の返済による支出 — (126,947)
　非支配持分からの子会社持分取得による支出 (14,191) (12,708)
　非支配持分からの払込みによる収入 159 4,226
　自己株式の取得による支出 (150,000) (150,000)
　配当金の支払額 (227,700) (257,009)
　非支配持分への配当金の支払額 (34,177) (33,277)
　その他 (0) (4)
　財務活動によるキャッシュ・フロー合計 (310,951) (546,381)
現金及び現金同等物に係る換算差額 (314) (1,419)
現金及び現金同等物の増加額（減少額） 3,763 164,605
現金及び現金同等物の期首残高 200,834 204,597
現金及び現金同等物の期末残高 ¥  204,597 ¥  369,202

• 国内市場とKDDI　　• 連結損益計算書分析　　• 連結財政状態計算書分析　　• 設備投資／キャッシュ・フロー分析　　• セグメント別分析　　• 連結財務諸表　　• 会社概要／株式の状況
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社 名 KDDI株式会社

創 業 1984年6月1日（KDDIは2000年10月 DDI、KDD、IDOの3社合併により設立）

事 業 内 容 電気通信事業

本 社 所 在 地 〒102-8460 東京都千代田区飯田橋三丁目10番10号

本 店 所 在 地 〒163-8003 東京都新宿区西新宿二丁目3番2号

代表取締役社長 髙橋　誠

資 本 金 141,852百万円

従 業 員 数 44,952名（連結ベース）

氏名または名称 所有株式数（株）
出資比率 *1

（%）
持株比率 

（議決権比率）（%）

京セラ株式会社 335,096,000 14.22 14.54

トヨタ自動車株式会社 298,492,800 12.67 12.95

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 222,197,700 9.43 9.64

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 130,888,800 5.55 5.68

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口7） 44,997,400 1.91 1.95

JPモルガン・チェース銀行385151 29,918,389 1.27 1.29

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 29,798,500 1.26 1.29

ステートストリートバンクウエストクライアントトリーティー505234 29,209,075 1.24 1.26

ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー505103 27,756,792 1.17 1.20

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 26,597,100 1.12 1.15

*1 上記出資比率は、当社の保有する自己株式51,194,050株 *2を含んで算定しています。なお、当社は自己株式を上記大株主から除いております。
*2  会計上は上記の自己株式数に、役員報酬BIP信託口および株式付与ESOP信託口が所有する当社株式 （4,270,910株 : 2020年3月31日現在）が加算されます。
なお、当株式にも議決権はございません。

（注1） ｢iPhone」は、米国および他の国々で登録されたApple Inc.の商標です
iPhoneの商標は、アイホン株式会社のライセンスに基づき使用されています

（注2）その他会社名、各製品名は、一般に各社の登録商標または商標です

証 券 コ ー ド 9433

発行可能株式総数 4,200,000,000株

発行済株式総数 2,355,373,600株
（注） 2019年5月23日付の自己株式の消却に伴い、

発行済株式総数は176,630,845株減少しています

株 主 数 228,875名

大株主

所有者別分布状況

金融商品取引業者 3.84%

外国法人など 31.17%

個人・その他 6.37%

（自己株式含む）

2,355百万株

その他の法人 31.43%
金融機関 27.19%

会社概要
（2020年3月31日現在）

株式の状況
（2020年3月31日現在）
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